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判示事項の要旨

配置転換命令が権利の濫用であるとして，被告（東日本電信電話株式会社）に対

する原告ら５名（被告の従業員及び元従業員）の慰謝料請求の一部（４名につき各

５０万円，１名につき１００万円）が認容された事案

主 文

１ 被告は，原告Ａ，原告Ｂ及び原告Ｃに対し，それぞれ５０万円及びこれに対

する平成１４年１０月５日から支払済みまで各年５分の割合による金員を支払

え。

２ 被告は，原告Ｄに対し５０万円及び原告Ｅに対し１００万円並びにこれに対

する平成１５年１月２１日から支払済みまで各年５分の割合による金員を支払

え。

３ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

４ 訴訟費用は，これを５分し，その１を被告の，その余を原告らの負担とする。

５ この判決は，第１，２項に限り仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 被告は，原告Ａ，原告Ｂ及び原告Ｃに対し，それぞれ３００万円及びこれに

対する平成１４年１０月５日から支払済みまで各年５分の割合による金員を支

払え。

２ 被告は，原告Ｄ及び原告Ｅに対し，それぞれ３００万円及びこれに対する平

成１５年１月２１日から支払済みまで各年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

本件は，被告の従業員（以下「社員」ともいう。）あるいは元従業員である

原告らが，被告の原告らに対する配置転換（以下「配転」ともいう。）命令は

違法で無効であるとして，各配転命令によって生じた精神的苦痛に対する慰謝
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料の賠償を求めた事案である。

１ 前提となる事実

争いのない事実並びに後掲証拠及び弁論の全趣旨によると，次の事実を認め

ることができる。

( ) 当事者等1

ア 原告ら

原告らは，昭和３７年から昭和４３年までの間に日本電信電話公社（以

下「電電公社」という。）に期間の定めなく採用された従業員又は元従業

員であり，採用後の各原告の職歴等の概略は，別紙１ないし５記載のとお

りである。（乙９７）

イ 被告

(ア) 電電公社は，昭和６０年４月１日，日本電信電話株式会社等に関す

る法律に基づき設立された日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ」とい

う。）に対し，一切の権利義務を引き継いで解散した。

平成１１年７月１日，ＮＴＴは純粋な持株会社となり，被告が設立さ

れ，上記経緯に伴い，原告らの雇用関係は，電電公社からＮＴＴ，ＮＴ

Ｔから被告へと順次承継された。

被告は，東日本地域（北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山

形県，福島県，茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神

奈川県，新潟県，山梨県及び長野県）において，地域電気通信業務，地

域電気通信業務に附帯する業務，その他会社の目的を達成するために必

要な業務及び東日本地域における地域電気通信業務とこれに附帯する業

務を営むために保有する設備若しくは技術又はその職員を活用して行う

電気通信業務等を目的とする株式会社である。（乙２）

(イ) 被告は，６のスタッフ部門，４の支店支援部門，６の集約事業所

（被告においては，以上の部門，事業所を本社等と称している。）と２
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１の事業部（東日本地域の各都道県単位の１７の事業所及び法人営業本

部，公衆電話事業部，通信機器事業部，電報事業部）から構成されてい

る。（乙３）

ウ 通信労組等

被告には，平成１４年３月３１日当時で４万８２５０人の従業員がおり，

その従業員で組織される通信産業労働組合（以下「通信労組」という。）

及びＮＴＴ労働組合のほか４つの労働組合がある。ＮＴＴ労働組合は，組

織率（組合員となり得る従業員全体に占める当該組合に所属する従業員数

の割合）約９９パーセントの最大の労働組合である。

原告らは，いずれも，通信労組の組合員である。（甲１４１，２５２，

乙２）

(2) 本件構造改革及び本件計画等

ア ＮＴＴは，平成１３年４月，「ＮＴＴグループ３ヵ年経営計画（２００

１～２００３年度）について－ＮＴＴグループの事業構造改革－」を策定

し，同月１６日，これに基づきＮＴＴグループの事業構造改革を実施する

ことを発表し，同年１１月２２日，その具体的な内容として，「ＮＴＴ東

西の構造改革について」とする施策を発表した（以下，これらの施策を

「本件構造改革」という。）。

被告は，上記「３ヵ年経営計画」に基づき，「ＮＴＴ東日本の構造改革

に向けた業務運営形態等の見直し等について」とする計画（以下「本件計

画」という。）を策定し，同年４月２７日，これを通信労組を含む被告内

の全ての労働組合に提示した。なお，被告とＮＴＴ労働組合とは，同年１

１月３０日，本件計画に向けた業務運営形態等の見直しについての合意を

した。（甲６９，７０，乙１４，１６，１７，４５）

イ 本件計画の内容の一つは，被告の基幹業務である固定電話の保全，管理，

営業等の業務を新設する都道県別の子会社（以下「ＯＳ会社」という。）
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にアウトソース（外注委託）するものであった。

ＯＳ会社には，都道県ごとに，被告から受託する業務の別に応じて，注

文受付，問い合わせ等の業務を受託する営業系会社，設備保守・運営，故

障修理等の業務を受託する設備系会社，総務，財務，人事，厚生等の業務

を受託する共通系会社がある。

ＯＳ会社は，平成１４年５月１日から業務を開始した。（乙１９）

ウ(ア) 被告は，本件計画等に基づき，平成１３年１２月３日，「構造改革

の実施に伴う雇用形態・処遇体系の多様化の実施について」と題する社

長通達をもって，平成１４年３月３１日時点の年齢が５０歳以上（平成

１５年３月３１日時点の年齢が５１歳以上）の従業員に対し，平成１４

年５月以降の雇用形態及び処遇体系を選択し，その結果を同年１月１８

日までに雇用形態選択通知書（以下「本件選択通知書」という。）の提

出によって通知するよう告知し，上記の雇用形態の選択につき，上記の

従業員に対する上長による個人面談を実施した。

なお，平成１４年３月３１日時点の年齢が５０歳未満の従業員で特に

ＯＳ会社に再雇用されることを希望する者は，同年１月１８日までに被

告を退職したうえＯＳ会社に再雇用される旨の希望を任命責任者に申し

出れば認められ，この場合，下記(イ)ａ，ｂにおける激変緩和措置の給

与加算及び一時金の支給はされないこととなっていた。

また，退職再雇用となる従業員の再雇用先のＯＳ会社は，本人の従事

している業務がいずれのＯＳ会社に移行するのかなどを踏まえ，被告の

責任で決定することとされ，勤務地は，原則として退職時に勤務してい

る支店等が所在する都道県内の事業所又は入社後に初期配属された組織

が対応する都道県内の事業所のいずれかを本人が希望により選択するも

のとされた。（甲８，９，乙２１，２３）

(イ) 上記選択すべき雇用形態及び処遇体系は，下記ａないしｃの３種類
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とされ，本件選択通知書を提出しない者は，ｃの満了型を選択したもの

とみなされることとされた。（甲９，乙２０ないし２３，９７）

ａ 繰延型

平成１４年４月３０日に被告を退職し，同年５月１日にＯＳ会社に

雇用され，６０歳定年制により６０歳まで勤務した後，６１歳以降は

契約社員としてＯＳ会社に再雇用され，最長６５歳までの雇用が可能

となる形態であり，勤務地は当該都道県内に限定される。従業員は，

被告において支給されている月例賃金のうち，資格賃金，年齢賃金，

扶養手当，成果加算，成果手当，暫定調整，都市手当（研究所勤務手

当），月額制の職務手当，月額制の特殊勤務手当，単身赴任手当及び

暫定加算（以下，これらの各手当等をまとめて「所定内給与」とい

う。）が１５ないし３０パーセント低下するが，これに対する激変緩

和措置として，当該ＯＳ会社における退職手当及び契約社員期間にお

ける給与加算によって最大約６０パーセント程度の支給がされ，加え

て企業年金（税制適格年金）等の受給ができる形態である。（乙２２，

２３）

ｂ 一時金型

雇用形態としては，ａの繰延型と同様であるが，所定内給与が１５

ないし３０パーセント低下することに対する激変緩和措置として，当

該ＯＳ会社における退職手当及び平成１４年４月３０日の被告の退職

金に一時金を加算し，ＯＳ会社において減額される分の最大約５０パ

ーセントを支給する形態である。（乙２２，２３）

ｃ 満了型

被告との雇用契約を継続するもので，被告の社員就業規則（以下

「就業規則」という。）７４条（定年）に基づき，６０歳まで勤務し，

就業規則６０条（転用，配置転換），６１条（出向）に基づき，全国
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的な転勤もあり得る形態である。（乙２２，２３）

(ウ) 満了型を選択し，あるいはこれを選択したとみなされ，かつ，再配

置が必要とされた従業員は，平成１４年４月２４日から同年５月１日に

法人営業部門に異動となり，その後約２か月間法人営業についての研修

を受けた。（乙４５）

(3) 本件構造改革リファイン

被告は，平成１４年７月１日以降，法人営業本部における首都圏，支店ユ

ーザからの一部移行を図りつつ，同本部における支店支援機能強化，ＳＯ

（サービスオーダ）業務のアウトソーシング等を実施する施策を行った（以

下，この施策を「本件構造改革リファイン」という。）。

被告は，本件構造改革リファインの実施に際し，同年１２月２４日付けの

「雇用形態・処遇体系の多様化の実施について」と題する社長通達により本

件構造改革（本件計画）において満了型を選択した平成１５年３月３１日時

点で５１歳以上５９歳以下の全従業員に対し，再度，雇用形態及び処遇体系

の多様化のスキーム（本件構造改革時と同様のスキーム）を実施し，同年１

月末日までに雇用選択通知書（以下，( )の本件計画等に基づく雇用選択通2

知書と区別せずに「本件選択通知書」という。）を提出させる方法により選

択させた（これにより対象従業員が退職再雇用を選択した場合，同年３月に

被告を退職し，同年４月にＯＳ会社に再雇用される。）。被告は，平成１４

年１１月２０日，通信労組に対し，上記通達の内容を提示した。

被告は，本件構造改革時と同様に選択期限前に上長による個別面談を実施

し，また，本件選択通知書を提出しなかった者は満了型を選択したとみなす

ものとした。（甲２９ないし３１，３３，乙２４，２６，２７）

(4) 本件配転

原告らは，いずれも本件選択通知書を提出しなかったため，満了型を選択

したものとみなされた。
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被告は，原告らに対し，以下のとおり，平成１４年７月１日付け及び平成

１５年４月１日付けの配転（以下，これらを併せて「本件配転」という。た

だし，平成１５年４月１日付の配転は原告Ｅのみである。）をした。

ア 原告Ａ

原告Ａは，平成１４年４月２４日に被告北海道支店お客様サービス部１

１６部門札幌１１６センタ（以下「札幌１１６センタ」という。）から北

海道支店法人営業部企画部門に配属され，研修を経て，同年６月２４日に，

同年７月１日付けで北海道支店苫小牧営業支店法人営業担当への配転を命

じられた。

イ 原告Ｂ

原告Ｂは，平成１４年４月２４日に北海道支店営業部エリア営業部門か

ら北海道支店法人営業部企画部門に配属され，研修を経て，同年６月２４

日に，同年７月１日付けで北海道支店室蘭営業支店営業総括担当への配転

を命じられた。

ウ 原告Ｃ

原告Ｃは，平成１４年５月１日に在籍出向していた株式会社エヌ・ティ

・ティ エムイー北海道（以下「ＭＥ北海道」という。）から被告に復帰

し，北海道支店法人営業部札幌北営業所小樽営業センタに配属され，研修

を経て，同年６月２４日に，同年７月１日付けで北海道支店函館営業支店

ＳＥ担当への配転を命じられた。

エ 原告Ｄ

原告Ｄは，平成１４年４月２４日に電報事業部北海道電報営業支店営業

担当から北海道支店法人営業部企画部門に配属され，研修を経て，同年６

月２４日に，同年７月１日付けで北海道支店釧路営業支店営業総括担当へ

の配転を命じられた。

オ 原告Ｅ
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原告Ｅは，平成１４年４月２４日に札幌１１６センタ加入権担当から北

海道支店法人営業部企画部門に配属され，研修を経て，同年６月２４日に，

同年７月１日付けで東京にある法人営業本部サービスマネージメント部Ｎ

ＷソリューションセンタＳＯ推進担当に配転され，さらに平成１５年４月

１日付けで東京支店営業企画部光ＩＰ販売プロジェクトに配転された。

( ) 就業規則等5

ア 被告の就業規則には，次の条項がある。（乙１）

第６０条（転用，配置換等） 社員は，業務上必要があるときは，勤務

事業所又は担当する職務を変更されることがある。

第６１条（出向） 社員は，業務上の都合により，別に定めるところに

より，出向させられることがある。

第７４条（定年）第１項 社員の定年年齢は満６０歳とし，定年退職日

は定年年齢に達した日以後の最初の３月３１日とする。（第２項

省略）

イ 電電公社には，次のような就業規則があった。（乙４０）

第５１条（転用，配置換等） 職員は，業務上必要があるときは，勤務

局所又は担当する職務を変更されることがある。

２ 争点及び主張

(1) 本件配転命令の無効

（原告らの主張）

本件計画等及びこれに基づく本件配転命令は，①年齢による差別，②実

質５０歳定年制，③二重に脱法的な労働条件の不利益変更，④労働協約及

び転籍規定に違反する賃金切り下げ，⑤不法な同意の強要等が含まれる違

法性があり，かつ，被告が主張するような必要性もないものであって，以

下のとおり，本件配転命令は無効である。なお，原告らの個別の事情は，

後記争点( )ないし( )のとおりである。2 6
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ア 労働契約違反による無効

(ア) 勤務地の限定

原告らは，一般従業員として採用されるに当たって就業規則上の配転

条項に関する説明を受けておらず，それに同意したこともないから，就

業規則における配転条項の一般的な拘束力を受けない。労働契約におけ

る勤務地限定の合意は，明示の合意に限定されず，労働契約締結過程の

諸事情から判断される黙示の合意も含まれるところ，以下のような原告

らの契約締結過程の事情に照らせば，いずれも勤務地は採用地域内等に

限定されており，その地域を越える異動については本人の同意を要する

というべきである。

ａ 募集，採用形態による勤務地限定

本社採用と現地採用に分けて採用が行われているとき，現地採用者

は当該現地に勤務地が限定されていると解されるところ，原告らは，

地方出先機関において採用されており，その採用経過や配置の実態は

採用地域の限定を裏付けている。

ｂ 勤務実態による勤務地限定

原告らの勤務地は，３０年以上にわたって各人の採用地域内とされ

てきた。

原告らは，本件配転以前に採用地域内で異動の対象となったことが

あったが，いずれも本人の同意に基づくものであった。なお，原告Ｃ

については，採用地域外の配置もあったが，その場合でも本人の同意

のもとに配置がされ，一定期間終了後は本人の希望する勤務地に戻る

ことができる取扱いがされていた。

ｃ 社内慣行による限定

本件配転以前には，被告における社内慣行として，原告らと同様の

職種で就労している現地採用の一般従業員が，一方的に全国配転や広
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域異動の対象となることはなかった。約３０年にわたるこの取扱いは，

労使双方の共通の理解に基づく確立された労使慣行となっており，こ

うした労使慣行は，労働契約の内容に転化されるとともに，それ自体

が直接労使の規範となるものである。

(イ) 職種の限定

上記(ア)のとおり，原告らには配転条項の一般的な拘束力を認められ

ず，労働契約における職種（職務内容）限定の合意は，明示の合意に限

定されず，契約締結過程の諸事情から判断される黙示の合意も含まれる

ところ，以下のような原告らの契約締結過程の事情に照らせば，その職

種は限定されており，これを変更するには本人の同意を要するというべ

きである。

ａ 募集，採用形態による限定

原告らは，電電公社に職種を特定して募集されて採用され，採用時

に受領した雇用通知書や辞令には担当職種が明記されていた。このよ

うな場合，原則として，その記載が労働者の契約内容となる。

ｂ 採用後の実態が示す職種限定

原告らは，入社後，それぞれ約３０年にわたって特定の職種を担当

し，専門的知識や資格等を身に付けてきた。労働者が職務に関連する

資格を取得し，又は企業内で教育訓練を受けてそれを活かす職務に長

年従事し，かつ，その職務にとって経験が重要である場合，職務内容

は特定されているというべきである。

なお，原告らにつき，本件配転以前に事業所の統廃合等の事情があ

って担当職務が変更されたケースがあるが，いずれも本人の同意に基

づくものである。

ｃ 社内慣行による限定

被告における社内慣行では，基本的に採用時から同一の職務とされ，
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少なくとも同意なしに全く関係ない職務に配置がされることはなかっ

た。この取扱いは約３０年にわたって行われ，労使双方の共通の理解

に基づく確立された労使慣行となっており，労働契約の内容に転化さ

れるとともに，それ自体が直接労使の規範となる。

イ 労働契約上の配慮義務違反による無効

使用者は，労働契約において，従業員である労働者に対し，人間として

の尊厳を持つその人格を尊重し，生命，安全，労働者としての労働力の保

全と向上，家族との共同生活の維持等について適切に配慮すべき義務を負

う。この義務は，信義則上の義務であるとともに，労働契約に内在し，不

可分に付随する義務であり，これに違反した配転命令は，労働契約違反と

なる。本件配転命令には以下の配慮義務違反があり，無効である。

(ア) 遠隔地配転により生活に重大な不利益が生じないよう適切な配転を

すべき義務の違反

使用者には，配転によって労働者及びその家族の生活に重大な不利益

が生じないよう適切な配慮をする義務があり，遠隔地配転（住居の移転

を伴う場合のほか，遠距離通勤をする場合も含む。）については，育児

休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（以下「育児介護休業法」という。）２６条，労働安全衛生法６２条，

６６条の５，家族的責任を有する男女労働者の機会及び待遇の均等に関

する条約（以下「ＩＬＯ１５６号条約」という。）等により，家族状況

並びに本人の年齢及び健康状態に配慮するとともに，事前に本人の意向

を打診したうえで赴任までの期間を余裕を持って設定したり，赴任期間

に一定の年限を設けるなどの相応の配慮が求められる。

本件配転は，いずれも事前の意向打診がなく，事前通知から赴任まで

の期間はわずかであったうえ，原告らの多くは単身赴任生活となり，夫

婦のつながりが分断されたり，介護等の負担が配偶者等に集中すること
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による精神的，肉体的負担及び二重生活に伴う経済的負担等の重大な不

利益を生じさせており，上記義務に違反する。

(イ) 職務変更についての配慮義務違反

労働者が形成してきた職能（職務上・職業上の能力）は，労働者の能

力評価等の決定に大きな関係を有し，また，労働者が人間としての尊厳

を保ち誇りを持って生きるためには，その職能が発揮できる職務を必要

とするところ，使用者は，これを活用できるよう配慮し，特別に合理的

な理由なく，あるいは業務外の目的によって，労働者の職能やキャリア

を傷つけるような配転をしてはならないとの配慮義務を負う。

本件配転は，原告らが長い間の労働で形成してきた職能を否定する異

動を強いるもので，上記義務に違反する。

(ウ) 人間の尊厳の配慮義務違反

使用者は，人間として平等な人格を持つ労働者の人間としての尊厳を

傷つけないよう労働者を処遇する義務を負う。

本件配転は，原告らを理不尽に家族から切り離し，年齢や病気のため

に懸命に介護を求める親を見捨てることを強いるもので，上記義務に違

反する。

(エ) 適正かつ公正な手続への配慮義務違反

使用者は，人事権の行使その他の措置を採るに当たり，適正かつ公正

な手続を経るべき義務を負う。

被告は，原告らが所属する通信労組との誠実な団体交渉を行わずに各

原告に本件選択通知書の提出を迫り，個別事情につき聴取する姿勢すら

示さず，また，配転につき事前にその概要を説明して意向を問うことも

せずに本件配転を強行したのであり，上記義務に違反する。

(オ) 健康配慮義務違反

使用者は，労働安全衛生法６２条，６６条等により，中高年齢者の適
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正な配置に努めるとともに，労働者の健康状態を把握して配置等の措置

において適切な配慮をすべき義務がある。

被告は，本件配転に際し，健康障害を抱えた中高年齢者である原告ら

の健康状態を把握しようとしておらず，上記義務に違反する。

ウ 法令・判例等の違反による無効

(ア) ５１歳以上の従業員に対する年齢による差別

５１歳以上の従業員は，繰延型及び一時金型を選択すれば，被告の子

会社で被告に生殺与奪の権を握られているＯＳ会社に再就職しなければ

ならず，最も重要な労働条件である賃金は１５ないし３０パーセント減

額され，また，繰延型及び一時金型を選択しなければ，遠隔地配転と不

利益職種転換をさせられる。一方，すべての５０歳以下の従業員は，被

告で従来の賃金を保障されており，このような５１歳以上の年齢という

不合理な基準によって選択を強いること自体，年齢によるいわれのない

差別である。

このような年齢による不利益差別処遇は，ａ．法の下の平等を定めた

憲法１４条，ｂ．労働条件について不合理な差別を禁止した労働基準法

（以下「労基法」という。）３条，ｃ．年齢を理由とする賃金差別及び

仕事上の処遇を禁止している経済的，社会的及び文化的権利に関する国

際規約７条に違反しており，本件配転は，判例（最高裁判所第１小法廷

平成１２年９月７日・民集５４巻７号２０７５頁，最高裁判所第１小法

廷平成４年５月２５日判決・労判６１５号１２頁等）に示された就業規

則不利益禁止法理及び整理解雇４要件の法理に照らして違法である。

(イ) 高年齢者雇用安定法違反

本件配転は，５１歳以上の従業員全員に退職再雇用を迫るもので，実

質的に５０歳定年制を導入するものである。これは，定年を定める場合

には６０歳を下回ることができないとした，平成１４年法律第１６５号
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による改正前の高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（以下「高年齢

者雇用安定法」という。）４条に違反する。

(ウ) ＩＬＯ１５６号条約及びＩＬＯ１６５号勧告違反

被告が，原告らを一方的に東京等の遠隔地へ配転して，単身赴任等を

余儀なくさせることは，わが国が批准した男女労働者特に家族的責任を

有する労働者の機会均等及び均等待遇に関する勧告（以下「ＩＬＯ１６

５号勧告」という。）２０項の「労働者を一の地方から他の地方へ移動

させる場合には，家族的責任及び配偶者の就業場所，子を教育する可能

性等の事項を考慮すべきである。」との規定及びＩＬＯ１５６号条約に

に基づき，労働者が差別されることなく家族的責任を全うできるよう処

遇する措置を採るべき義務に違反し，無効である。

(エ) 育児介護休業法２６条違反

本件配転は，老親や病気の家族の介護等についての原告らの実情に全

く配慮することなく行われたものであり，育児介護休業法２６条に違反

し，無効である。

(オ) 公序良俗違反

本件計画に基づいてされた異職種，遠隔地への配転は，従業員のうち

５１歳以上の者に対してのみ命じられたもので，電話の保守，管理，営

業等の業務に従事する５０歳以下の従業員は，同一地域内のＯＳ会社に

在籍出向して従来同様の業務を従来同様の条件で継続して行っている。

上記のとおり，これは年齢のみを理由とした不合理な差別であって憲

法等に違反するものであり，しかも本件配転命令は，不当な動機，目的

に基づくものであるうえ，原告らに職業上，家庭生活上などあらゆる面

で著しい不利益を被らせているものであるから，公序良俗に違反し，無

効である。

エ 権利濫用による無効
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(ア) 業務上の必要性，合理性の欠如

ａ 本件配転は，本件計画と一体のものとして行われたが，被告及びＮ

ＴＴグループ全体では巨大な利益を上げているという経営状況からし

て，本件計画は差し迫った必要性に基づくものではなく，被告が利益

の最大化のみを求めてコスト削減のために行ったものである。

ｂ 近時の判例（最高裁判所第２小法廷平成１１年６月１１日決定・労

判７７３号２０頁）は，本件配転のように異職種配転の場合には，業

務上の必要性が厳格に吟味され，権利濫用の成否が判断されなければ

ならないとしている。

本件配転は，①労働力の適正配置に反しており（ＯＳ会社の新設や

アウトソーシングが必要かつ合理的であったとしても，被告は固定電

話の保守，管理，営業等の業務を廃止し又はその営業を譲渡したもの

ではないから，原告らを地元のＯＳ会社に出向させて従来の蓄積した

知識，経験を活用することこそ適正かつ合理的な配置である。），②

業務の能率増進ないし円滑運営に対する阻害となり（本件配転により

原告らを首都圏エリアの法人営業等の部門に配置したために，配置先

での業務運営は，円滑性ないし効率性を欠くこととなった。），③能

力向上ないし勤務意欲高揚に結びつかない（原告らが本件配転後に配

置された業務は，原告らのそれまでの知識，経験，能力とは全く無関

係のものであり，本人の能力開発や勤労意欲の高揚に資するものとい

えない。）ものであって，上記判例ルールに照らし，本件配転は権利

濫用に当たる。

(イ) 不当な動機，目的の存在

ａ 労働条件不利益変更禁止の法理を潜脱する目的

被告は，原告らに対し，５１歳以上の従業員を転籍させるため，

「被告に残れば仕事はない。残ったら成果業績主義が徹底されるし，
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異職種，遠隔地配転を行う。」との脅しをかけ，転籍に同意するよう

強要した。本件配転のもととなった本件計画は，実質的に会社の新設

分割であるところ，被告は，転籍拒否者に対する異職種や遠隔地への

配転により，会社の分割に伴う労働契約の承継等に関する法律（以下

「労働契約承継法」という。）８条，分割会社及び労働協約の承継に

関する措置の適切な実施を図るための指針（以下「労働契約承継法指

針」という。）における企業再編に伴う労働条件不利益変更禁止法理

の潜脱を図る動機，目的で本件配転を行った。

ｂ 転籍拒否者に対する報復と他の従業員への見せしめ

本件配転は，被告の意向に従わなかった原告らに対する報復として

行われると同時に，他の従業員に対し，転籍に応じないと異職種や遠

隔地への配転が行われるという見せしめの意味をもっていた。

このように，本件配転命令は，不当な動機，目的をもってされたの

であり，無効である。

(ウ) 労働者の人間性無視と権利侵害

労働者に職業上又は生活上著しい不利益を被らせる配転命令，労働者

が人間らしく暮らし生きることを著しく阻害し，その権利を侵害する配

転命令は，権利濫用として無効である。

ａ 職業生活上の不利益と権利侵害

本件配転は，これまで長年にわたって培ってきた原告らの知識，経

験，能力をすべて無にさせるもので，しかも，新たな職種に慣れる困

難性は５１歳以上に至ってから変更される場合には特に著しい。

また，被告は，原告らを事前研修とは無関係の業務に従事させ，あ

るいは仕事を与えておらず，本件配転は，原告らを職業人として処遇

するものとは無縁であった。

本件配転における原告らに加えられた職業上の不利益と人間性の無
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視，権利侵害は極めて大きく，そのような内容の配転命令は無効であ

る。

ｂ 家族生活及び日常生活上の権利に対する重大な侵害

５１歳以上に達した原告らは，いずれも本人及び配偶者の両親が高

齢に達していて介護の必要性が高く，また，本人及び配偶者の肉体的

衰えが一定程度進んでいるが，本件配転は，このような原告らを地元

から離れた地へ転勤させ，原告らが家族的責任を果たすことを不可能

又は著しく困難にさせるとともに，本人の生活を心身共に破壊するも

のである。このような生活上の著しい不利益を被らせる人間性を無視

した本件配転は，権利の濫用として無効である。

ｃ 労働組合活動上の不利益

単身赴任を伴う遠隔地への転勤を命ずる本件配転命令は，原告らの

労働組合活動に重大な支障を与え，不当労働行為に該当し，権利濫用

として無効である。

(エ) 手続上の重大な不当性

本件配転命令は，下記のように，手続及び方法の妥当性を著しく欠き，

権利濫用に該当する。

ａ 原告らは約３０年以上にわたって各地元支店等において現業業務や

地域営業に従事してきたところ，このような原告らに対し，県境を越

えてこれまで経験したことのない業務を担当させる配転を行う場合に

は，被告の配転命令権を肯定するとしても，合意を得るための努力や

配転先の業務内容等についての説明が信義則上必要である。

しかし，被告は，本件配転については以前の配転のときとは異なり，

従業員の希望を聴取することなく，配転を実施した。また，被告は，

原告らが満了型を選択したとみなされた以降，各配転の必要性，配転

先の業務内容，人選の理由等について説明をしなかった。
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被告のこのような説明義務を果たそうとしない不当な態度は，労使

関係のルールを破るもので，労働条件の対等決定原則（労基法２条１

項）に違反し，かつ，個別労働者の同意を求めている労働契約承継法

指針に違反する。

ｂ 被告は，通信労組からの本件配転についての団体交渉の申入れに全

く応じていない。組合員の配転に関する労働組合の要求は義務的団交

事項であり，被告の団交拒否は不当労働行為である（労働組合法７条

２号）。また，被告は，従業員らの要求，質問，異議申立てを取り合

わず，本件配転を強行した。本件配転は，通信労組の弱体化を狙った

支配介入行為であり，無効である。

(オ) 前記(ア)ないし(ウ)のような事情からすれば，被告が挙げる東亜ペ

イント事件判決（最高裁判所第２小法廷昭和６１年７月１４日判決・判

例時報１１９８号１４９頁）に従っても，本件配転は無効である。

（被告の主張）

本件配転命令は，以下のとおり，本件計画等に基づくもので，その必要性

がある合理的なものであり，何ら違法無効とされるべきものではない。なお，

個々の原告らについての本件配転における業務上の必要性の存在及び配転障

害事由の不存在に関する被告の主張は，後記争点( )ないし(6)のとおりであ2

る。

ア 本件計画等の必要性等

被告は，設立以降，各種経営改善施策を実施してきたが，経営環境の激

変により，営業収益は平成１２年度の約２兆７９００億円から平成１３年

度の約２兆５７００億円へと約２２００億円の減収となり，経常利益も平

成１２年度の１４１億円に対し平成１３年度は７５億円に落ち込む結果と

なり，今後は固定電話市場の縮退が一層加速するものと想定され，電話事

業の更なる減収は不可避となっており，このままでは，中期経営改善施策



- 19 -

に基づく各種経営改善施策を着実に実行しても，平成１４年度の経常利益

は大幅赤字への転落をも想定せざるを得ない厳しい状況になること，また，

このような財務状況を踏まえ，従来のままでは，中長期的にはもちろん，

短期的にも会社業績が漸次悪化し，従業員の雇用確保まで危ぶまれる状況

になることが予測された。

その具体的な背景として，第１に，携帯電話の急速な普及に伴い，被告

における主な収入基盤である固定電話がますます減少し，平成１４年度事

業計画では前年度比４１万加入の減少となっていること，第２に，平成１

３年５月の優先接続制度であるマイライン（電話会社選択サービス）の導

入に伴い，同年１月に引き続いて同年５月にも市内電話料金の値下げを余

儀なくされた上，他事業者の市内電話市場への本格参入もあって，被告の

シェアは，市内通信が従来のほぼ１００パーセントから７１パーセント程

度に，県内通信は６４パーセント（いずれも平成１４年８月末日現在）へ

と大きく落ち込んだこと，第３に，事業者相互接続の進展に伴い接続料金

の収入は被告の収益の少なからざる部分を占めているところ，平成１２年

のアメリカとの政府間協議の結果，長期増分費用方式の導入に伴う他事業

者との接続料金が中期経営改善施策の策定当時に予測していた以上の大幅

値下げ（平成１４年度までに２２．５パーセント）となるなど，市場構造，

競争環境が急激に変化したことがあった。

被告においては，このような中で長期的な減収傾向に歯止めをかけるに

は，合理化や人的コストの削減を含む各分野におけるコスト削減により競

争力の強化を図ることはもとより，新たな収益の柱としてＩＰ・ブロード

バンド事業の収益拡大を目指す全社の牽引役としての法人営業を中心とし

て電話からの事業構造の転換を図り，ＩＴ関連機能を強化し，新たな営業

収入を高めるとともに，コスト競争力強化等により，一刻も早く事業構造

の抜本的な改革を実現し，財務基盤を確立して，経営の自立化を図ること
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が必要と考えられ，そうしなければ，雇用確保はおろか，事業さえも継続

的に維持発展させることが困難な状況にあった。

ＮＴＴ及び被告は，平成１３年１１月２２日以降，上記のような状況を

踏まえ，従来にない危機感のもと，グループ一体となって電話中心から情

報流通への事業構造の転換への取組み及び人的コストの削減を含む本件構

造改革を策定して公表するとともに，本件計画において，コスト構造改革

の抜本的見直しとして未曾有の経営改善施策を策定して実施することとし，

さらに，業務のアウトソーシング，組織，業務の見直し等を内容とする本

件構造改革リファインを実施することとした。

本件配転は，上記のような本件構造改革及び本件計画並びに本件構造改

革リファインに基づくものであり，同業他社との熾烈なシェア争いや対抗

値下げ等の厳しい経営環境の下で，従業員の雇用確保と人件費の低減を両

立させ，財務基盤の強化を図るという高度の業務上の必要性に基づくもの

であった。

また，下記のように，本件配転命令には，原告らが主張するような違法

性はない。

イ 労働契約違反による無効について

(ア) 勤務地の限定について

ａ 被告が従業員を採用するに際し，勤務地を限定したことはない。被

告においては，電電公社時代から，就業規則で定められた労働条件そ

の他の事項を労働者が一括して受託する形を採っており，電電公社の

就業規則にも「職員は，業務上必要があるときは，勤務局所または担

当する職務を変更することがある」と明記されており，原告らは，入

社に際して，その就業規則を遵守する旨の誓約書を提出していた。

ｂ 電電公社や被告には現地採用という採用形態は存在せず，電電公社

や被告の採用形態としては，総裁が採用する形態と各電気通信局の長
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等が採用する形態が存在したが，後者の採用形態では，各電気通信局

の長等が総裁から委任を受けていただけであるから，同形態において

も，前者と同一の就業規則が適用される。

ｃ 被告は，従前から多数の従業員につき都道県を越えた異動をさせて

きており，原告らが主張するような社内慣行は存在しない。

(イ) 職種の限定について

ａ 被告は，基本的に従業員の職務を限定して採用しておらず，従業員

は，業務上必要があるときは，勤務事業所又は担当する職務を変更さ

れることがある。また，原告らは上記誓約書を提出しており，被告が

従事させる業務を従業員との合意の下に決定していることはなく，被

告は原告らに数次の職務変更を伴う異動を命じてきたが，原告らから

異動についての同意をとったこともない。

ｂ 採用通知書には担当職務が記載されていない。辞令書に担当職務が

記載されているのは，それが異動の内容を公証するものである以上当

然であり，これによって担当職務が限定されることにはならない。

ｃ 単に一定期間同一の職務に就いていたことは，担当職務が限定され，

就業規則の明文の規定にもかかわらず，担当職務の変更を命じること

ができなくなるとする根拠とはならない。

ウ 配慮義務違反について

原告らの主張する配慮義務違反の内容は，いずれも著しく具体性に欠け，

裁判規範とはなり得ない。

エ 法令・判例等の違反による無効について

(ア) ５１歳以上の従業員に対する年齢による差別について

ａ 被告は，業務のアウトソーシングに際し，平成１３年度末に５０歳

以上の従業員（平成１４年度末に５１歳以上の従業員）に対して，現

行の雇用を維持するのか，いったん被告を退職した上，自ら選択した
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処遇体系の下でＯＳ会社に再雇用されるかということで雇用形態及び

処遇体系の多様化を実施したのであり，同時に平成１４年度末に５１

歳未満の従業員についても，当該従業員が希望するならば，同年度末

に５１歳以上の従業員と同様にＯＳ会社で再雇用することとした。

また，被告は，ＯＳ会社における業務の継続性及び円滑な業務運営

を勘案し，ＯＳ会社への移行対象業務に従事している者のうち５０歳

未満の従業員を原則としてＯＳ会社に出向させ，当面は従前の業務に

従事させることとし，将来にわたる事業の継続性等を勘案して，５１

歳以上の満了型選択従業員についてはＯＳ会社への出向の対象としな

かった。

ｂ このように，雇用形態及び処遇体系の多様化の実施は，被告が一定

の従業員に対して行った雇用契約変更の申入れであり，これを受け入

れるか否かは従業員の任意であったから，違法の瑕疵を生じる余地は

ない。

また，被告が５１歳以上の者を対象としたのは，それらの者は将来

に対する自身のライフプランを現実的に捉えることができる年代であ

ること及び５０歳以上で退職することが企業年金の受給権取得の条件

の一つであったこと等によるものであり，被告は同時に５０歳以下の

者についても，特にＯＳ会社で再雇用されることを希望する者につい

てはその対象とし，排除をしていないから，雇用形態及び処遇体系の

多様化の実施は，合理的な措置であり，５１歳以上の従業員に対する

年齢による差別があるとするのは失当である。

(イ) 高年齢者雇用安定法違反について

従業員は，ＯＳ会社への退職，再雇用を選択しなければ，それまでの

被告との雇用関係が継続し，就業規則が従前同様適用されることになり，

就業規則に変更はないから，実質的に５０歳定年制の導入であるとする
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のは誤りである。

(ウ) ＩＬＯ１５６号条約及びＩＬＯ１６５号勧告について

ＩＬＯ１５６号条約３条は，各加盟国に対して同条約の定める目的を

国の政策とすることを求めるものであり，各加盟国における自然人又は

法人が行う法律行為の効力を直接的かつ具体的に定めるものではない。

また，ＩＬＯ１６５号勧告は，憲法９８条２項の「確立した国際法規」

に該当せず，法源性がなく，わが国において拘束力を有しない。

ＩＬＯ１５６号条約及びＩＬＯ１６５号勧告においては，その保護の

対象となる「被扶養者である子」及び「保護又は援助が必要な他の近親

の親族」の範囲は各加盟国が国内事情を考慮した上で個々に定めるべき

ものとして，具体的にその範囲が画定されていないから，本件配転が同

条約及び同勧告に反するともいえない。雇用形態及び処遇体系の選択は，

本人の任意の希望によるのであるから，原告の指摘する国際規約に抵触

している点はない。

(エ) 育児介護休業法２６条違反について

同条は，転勤により育児又は介護が困難になる労働者がいるときに，

育児又は介護の状況に対する配慮を求めているにとどまり，育児介護が

困難になるような配転命令権はないとする主張は誤りである。

被告は，就業規則において，看護休暇，育児休暇及び介護休職を定め

るなどし，育児介護休業法の趣旨を尊重し，従業員に対し，同法所定の

規準を上回る内容の配慮と処遇をしてきた。

(オ) 公序良俗違反について

上記のとおり，被告が雇用形態選択のタイミングを５０歳時点とした

のは，企業年金受給資格の発生時期であること及びライフプラン検討上

の一定の節目であることを考慮したものであり，５０歳未満の従業員を

ＯＳ会社に出向させることとしたのは将来の事業の継続性等を勘案した
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ものであり，本件計画に基づく配転は憲法等に違反するものではない。

さらに，上記配転による異動の人選は，被告において，業務上の必要

性及び個人のスキル，適性等に基づき実施するもので，年齢を基準とし

て行っていない。

オ 権利濫用による無効について

本件配転命令は，以下のとおり，東亜ペイント事件判決の法理に照らし

ても権利の濫用とはいえない。

(ア) 業務上の必要性の欠如について

前記のように，本件配転は，本件構造改革に基づき行われたものであ

り，高度の業務上の必要性がある。

(イ) 不当な動機，目的の存在

ａ 労働条件不利益変更禁止の法理を潜脱する手段について

被告の行ったアウトソーシングは，営業譲渡ではなく業務委託であ

るから，会社分割法制とは関係がなく，労働契約承継法等は適用され

ない。

ｂ 転籍拒否者に対する報復と他の従業員への見せしめについて

本件配転における異動は，本件構造改革の実施に伴い，従業員の適

正配置の一つとして業務上の必要性に基づき行われたものである。す

なわち，従業員の異動は，任用等のキャリアパス形成，スキル，年齢

の一極集中の回避，将来にわたる円滑な業務運営や事業の継続性の確

立という観点等をも踏まえ，バランスを考慮の上，実施した。

また，被告との雇用関係を継続することを選択したのは本人であり，

被告が業務のアウトソーシングを行い，これまで従事していた業務が

ＯＳ会社に移行することから，業務上の必要性に基づき，原告らを従

前とは異なる業務に配置し得ることも当然である。

(ウ) 労働者の人間性無視と権利侵害について
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ａ 職業生活上の不利益と権利侵害について

本件配転における異動に関し，被告との雇用関係を継続することを

選択したのは原告らであり，従事している業務がＯＳ会社にアウトソ

ーシングされるから，自身が異動の対象となることは十分に知り得る。

また，北海道を勤務地として従前従事していた業務を継続したいの

であれば，当該業務がアウトソーシングされるＯＳ会社に再雇用され

るとの選択肢を採れたのであるから，原告らの主張は矛盾している。

ｂ 家族生活及び日常生活上の権利に対する重大な侵害について

原告らの主張する不利益は，いずれも労働者にとって通常甘受すべ

き程度のものであり，その程度を超えていないことは明らかである。

ｃ 労働組合活動上の不利益について

被告の知り得る限り，原告らは組合専従休職を取得したこともなけ

れば，組合休暇を取得したこともなく，唯一団体交渉に出席するとし

て勤務を免除する程度の活動しかしていなかったし，当時の上長等も

組合活動に関する何らの申出も受けたことはないから，本件配転が原

告らの組合活動への参加に支障を来したとの主張に理由はない。

(エ) 手続上の重大な不当性について

被告は，構造改革のための各施策について，これを各労働組合に提示

した上，数次にわたり繰り返し交渉をした。

また，本件配転による異動は，構造改革の実施に伴い，業務上の必要

性に基づき，各従業員の個別事情をも総合的に勘案して実施したもので，

この趣旨は通信労組に対しても団体交渉において説明をした。

(2) 原告Ａの個別事情について

（原告Ａの主張）

ア 勤務地の限定

原告Ａについては，電電公社における採用条件として滝川局への通勤が
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可能であることが掲げられていたこと，入社後３３年の間（平成１２年の

滝川営業所廃止まで）滝川局ないし滝川営業所からの広域異動はなかった

こと等からすれば，その勤務地は，労働契約上，滝川に限定されており，

その後の札幌の異動は，同意に基づくものであったこと等からすれば，本

件配転当時の原告Ａの労働契約上の勤務地は札幌となっていた。

イ 職種の限定

原告Ａは，電話交換手として採用され，採用時から長年電話交換の職務

を担当したのであり，その労働契約上の職種は電話交換に限定されており，

その後の札幌１１６センタ業務への職種変更は，同意に基づくものであっ

た。

上記採用時の事情，職種変更の事情，その後の職務従事年数等に照らし

て，本件配転当時，原告Ａの労働契約上の職種は１１６センタ業務に限定

されており，本件配転後に命じられた業務（法人営業部門，秘書サポート

業務やリース料請求業務）は，労働契約の内容として予定されていない。

ウ 配転の業務上の必要性の不存在

原告ＡのＳＯ業務の従事経験は多くなく，苫小牧営業支店の同僚とはＳ

Ｏ業務のキャリアに格段の差があった。むしろ同支店にはよりＳＯ業務に

習熟した原告Ｅがいたのに，あえて原告Ｅを首都圏へ配転し，原告Ａを同

支店に異動させたのは不合理である。また，同支店では，それまで２人で

行っていた秘書サポート業務を原告Ａを含めて３人で行うようになった。

さらに，平成１５年以降，ＳＯ業務を子会社化したため，従来別の子会社

の業務としていたリース料請求業務をわざわざ被告に引き揚げ，原告Ａに

担当させたのであり，結局，同支店の職場は，満了型選択者のためにわざ

わざ作られた職場であった。

以上のような事情からすれば，原告Ａを苫小牧に配転する必要性は全く

なかった。
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エ 配転障害事由

(ア) 原告Ａには，喘息の持病があり，月に１回は診療，投薬を受けてい

る。苫小牧は，製紙会社の煙が多く発作が起きる可能性があった。

(イ) 原告Ａの両親は滝川に住んでいたが，父は，平成１４年に歩行が困

難となり，同年１２月末に介護認定の申請をして２級となり，母は，パ

ーキンソン病，狭心症で通院しており，月曜日から土曜日の１日１回の

給食サービス並びに週１回の入浴，掃除，洗濯，買物及び炊事の介護保

険サービスを受けていた。しかし，母が平成１５年６月に入院し，父の

介護をする者がいなくなったため，父は特別養護老人ホームに入所した。

また，母は，病状がある程度回復したが，世話をする者がいないため，

療養型病院に転院して入院生活を続けている。

原告Ａが滝川にいれば，夜間休日は，両親の世話をできるので，両親

とも介護サービスを受けつつ，自宅で療養することが可能であった。

(ウ) 原告Ａの夫は，平成１５年１２月から肝がんで入院したが，遠隔地

にいた原告Ａは，見舞いなどができなかった。

(エ) 本件配転により，世帯が２つとなり，経済的負担が大きくなった。

オ 損害

原告Ａは，本件配転により，以下のような精神的苦痛等による損害を受

けた。

(ア) 死の床にある夫の介護が十分にできず，介護休職に追い込まれた精

神的苦痛

原告Ａは，夫とともに滝川に住んでいればもっと早く夫の変調に気付

き，十分な介護ができたのにそれができず，また，休職期間も長く取る

ことを強いられて，精神的苦痛を受けた。

(イ) 老齢の両親の介護が十分にできず，介護休職に追い込まれた精神的

苦痛
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原告Ａは，両親が離ればなれの入院生活を強いられ，心の痛手を受け

た。また，平成１６年１２月６日から，母の手術のため，介護休職を取

らざるを得なかった。

(ウ) 介護休職による収入減

原告Ａが滝川に居住していれば，介護休職を取ったとしても短い期間

で済んだはずであり，その間の収入を得る機会を失った。

(エ) 見せしめ配転による人間関係上の苦痛

原告Ａは，苫小牧では被告に対する反逆者として暖かく迎えられず，

気持ちよく仕事ができなかった。

(オ) 健康上の被害

原告Ａは，苫小牧で喘息の発作が起きないか不安を抱えて生活しなけ

ればならなかった。

(カ) 配転による経済的負担

原告Ａは，ほぼ毎週末帰郷し，その帰郷費用や苫小牧での光熱費，社

宅代がかかった。

（被告の主張）

ア 勤務地の限定について

被告は，原告Ａを含め，その勤務地を限定して従業員を採用したことや

同意又は希望に基づき従業員を異動させたことはない。

イ 職種の限定について

被告は，原告Ａを含め，その担当する職務を限定して従業員を採用した

事実はない。また，被告は，札幌１１６センタを含めた各部署において，

当該部署の職種を限定していない。

ウ 配転の業務上の必要性について

(ア)ａ 苫小牧営業支店においては，同支店管内におけるＳＯ業務，特に

秘書サポート業務に従事する従業員を配置する必要があった。具体的
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には，被告の社内システムであるＣＵＳＴＯＭを使って顧客の電話回

線状態や各種サービスの利用状況の確認や工事等の手配ができるスキ

ルを有し，かつ，販売経験がある従業員を配置する必要性が生じてい

た。販売経験のある人材を必要としたのは，ＡＭ（アカウントマネー

ジャー。法人への販売担当者）が外出等している際，秘書サポート担

当者がＡＭに代わって顧客対応をすることで業務が円滑に進むためで

ある。

ｂ 原告Ａは，平成１１年１月から滝川営業所において営業販売業務に

従事し，平成１３年１月から札幌１１６センタフロント担当において，

インターネット等を経由して受け付けた電話等に関する各種注文に関

し，具体的な注文内容を申込者に電話で確認し受付票に記載するなど

の業務に携わり，上記各業務においてＣＵＳＴＯＭを操作していたの

で，ＣＵＳＴＯＭについてのスキルを有し，また，営業販売業務に従

事していたから販売経験も有し，同支店が求めるスキル，経験と合致

し，また，北海道内で再配置が必要な従業員２４名中，そのスキル，

経験を有するのは原告Ａしかいなかった。このため，被告は，原告Ａ

が適任と判断したのであり，本件配転は，業務上の必要性に基づき合

理的に行われた。

(イ) 原告Ａが平成１５年春から担当したＡＭサポート業務は，それまで

秘書サポートとして担当していた業務の一部であり，それまでと全く別

の業務ではなく，平成１５年春になってＯＳ会社が行っていた業務を被

告で引き取ったものではないから，原告の主張は誤りである。

エ 配転障害事由の不存在について

原告Ａの主張する不利益は，異動に通常随伴するもので，労働者の甘受

すべき不利益であり，本件配転に瑕疵はない。

(ア) 原告Ａの健康については，被告が実施している健康診断で従前支障
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を来す特段の異常はなく，本件配転前に従事していた職場でも業務上支

障を来していなかった。また，本件配転後，本件配転のため喘息が悪化

して同支店での業務遂行に支障が出るような健康上の被害が生じたとの

具体的事実はない。

(イ)ａ 原告Ａは，満了型を選択したとき及び本件配転時に両親の介護の

必要性を被告に対して主張しなかったこと，平成１６年１２月まで，

両親の介護を理由として看護休暇又は介護休職を取得しなかったこと

などからすれば，本件配転当時，原告Ａによる両親の介護の必要性は

なかった。

ｂ 原告Ａは，平成１３年１月から本件配転まで滝川市居住の両親と別

居していたから，本件配転の前後でその状況は変わらなかった。

ｃ 原告Ａが両親の介護をしていたとしても，所定休日等を利用してい

たにすぎず，本件配転後も，所定休日等の休暇を利用すれば，毎週帰

郷できたから，この点でも本件配転により両親の置かれている状況に

著しい変化はなかった。

ｄ 原告Ａの数人の親族が両親と同じ滝川市内に居住していたから，当

時札幌に居住していた原告Ａを休日には帰郷し得る苫小牧に配転させ

ることによって両親の生活が直ちに困難になったとはいえない。

ｅ 被告は単身赴任手当のほか帰郷実費を支給しているから，原告Ａの

経済的負担は大きくない。

( ) 原告Ｂの個別事情について3

（原告Ｂの主張）

ア 勤務地の限定

原告Ｂは，採用から平成１２年１２月の留萌営業所廃止までの３８年間

にわたり，同営業所でしか勤務したことはなく，その廃止による札幌への

配転も同意を経た上での配転であって一方的な業務命令によるものではな
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かった。このような採用事情，留萌での勤務年数，札幌へ転勤した事情等

から，原告Ｂの勤務地は，札幌に限定されている。

イ 職種の限定

原告Ｂは，昭和３７年４月から平成７年２月までの３３年間，線路宅内

業務に従事し，同月，留萌営業所の営業担当配属となったときも職種変更

に同意した。また，平成１３年以降の北海道支店営業部エリア営業部門の

仕事は，地域営業という点で留萌での仕事と相当程度共通していた。

したがって，本件配転以前の原告Ｂの労働契約上の職種は地域営業に限

定されていた。

ウ 配転の業務上の必要性の不存在

(ア) 原告Ｂは，室蘭営業支店に配属後のわずか１年半の間に３種の業務

についているが，そのこと自体，同支店に原告Ｂを配転させるべき業務

がなかったことを示している。

(イ) 原告Ｂが担当した業務は，いずれも必要性の乏しい業務であった。

原告Ｂの同支店での当初の業務はＬモードの需要調査等の雑用であり，

仕事らしい仕事は与えられず，平成１４年１０月からは，調達物流（販

売商品の発注業務）が与えられたが，以前は若い従業員が１人で行って

いた業務であって，原告Ｂが担当する必要性はなかった。また，平成１

５年４月からは，通信機器業務支援システム業務を担当したが，以前は

別の従業員が片手間に行っていた仕事であり，あえて原告Ｂに担当させ

る必要性はなかった。

エ 配転障害事由

(ア) 原告Ｂは，平成１３年１月まで増毛町にある自宅で，妻，二女及び

二女の子（孫）の４人で暮らしていた。二女は，原告Ｂの札幌転勤後に

札幌に来たが，看護師で夜勤もあり，原告Ｂ夫婦で孫の面倒を見る必要

が生じたため，原告Ｂの妻も札幌へ来て，夫婦で孫の面倒を見ていた。
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(イ) 原告Ｂの増毛町の自宅は，無人となって知り合いに監視を依頼して

いる状態であり，室蘭からでは休みを多く取らないと自宅の管理ができ

ない。

(ウ) 原告Ｂは，身内や知人のいない室蘭での生活を余儀なくされた。

オ 損害

原告Ｂは，本件配転により，以下のような精神的苦痛等による損害を受

けた。

(ア) 単身赴任による原告Ｂ本人の被害

原告Ｂは，身内や知人のいない室蘭での単身赴任生活を余儀なくされ，

経済的，精神的，環境的，肉体的に多大な苦痛を受けた。

(イ) 孫の養育に関与できなかった被害

原告Ｂ夫婦が孫の近くにいることは非常に重要なことであったが，そ

れができなかったという被害は大きい。

（被告の主張）

ア 勤務地の限定について

被告は，電電公社時代から，従業員採用に際し，勤務地を限定したこと

はなく，また，原告Ｂを含め，同意に基づき従業員を異動させたことはな

い。

イ 職種の限定について

被告が，原告Ｂの採用に当たって，担当職務を限定した事実はない。

ウ 業務上の配転の必要性について

(ア)ａ 室蘭営業支店においては，好調なフレッツＡＤＳＬの売上維持と

さらなる販売拡大，それ以外の商品，特にＬモードの提案活動等を行

わなければならない状況であったが，人員不足であったため，同支店

管内における販売担当者に対する販売企画，支援等業務を中心とした

営業関係業務に適応し得る従業員を配置する必要性が生じていた。同
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支店が販売経験のある人材を要請したのは，当時同支店の販売成績が

良く，さらに販売を伸ばしたいという希望を持ち，かつ，Ｌモードと

いう新しい商品の担当をしてもらいたかったからであった。

ｂ 原告Ｂは，平成７年２月に旭川支店留萌営業所営業担当業務を命じ

られて以降，実際に顧客を訪問し，被告の商品やネットワークサービ

ス等に関する提案及び折衝を行うなどの業務に従事し，また，北海道

内で再配置が必要な従業員２４名中では，市場調査，企画提案書の作

成及びバックヤード業務に適性があり，最も販売経験が長かった。こ

れらのことから，被告は，原告Ｂを適任と判断した。

(イ) Ｌモードの市場調査は，当時，室蘭営業支店において重要な仕事で

あり，調達物流の業務は，被告にとって重要な業務であった。

原告Ｂは，本件配転後，被告の扱う通信機器商品に関わるシステム管

理を行うなどの業務を行っており，仕事らしい仕事は与えられなかった

状態ではなかった。

エ 配転障害事由の不存在について

原告Ｂの主張する不利益は，異動に通常随伴するもので，労働者の甘受

すべき不利益であり，本件配転に瑕疵はない。

(ア) 二女の子（孫）の養育ができなくなったとの点については，そもそ

も二女の子の養育は二女自身がすべきものである。

また，本件異動がなかったとしても日常的に養育等を行うことは不可

能であり，仮に養育等を行うとしても，所定休日や休暇を利用してのこ

とに限られるのは札幌と室蘭で差異はない。

(イ) 増毛町の自宅の管理については，原告Ｂは，平成１３年１月から自

宅に居住していないのであるから，本件配転前後で変わるところはなく，

本件配転後においても，所定休日等を利用して自宅に赴くことができる。

(ウ) 被告は，家族の帯同を希望する従業員には家族と住める社宅を用意
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しており，原告Ｂが単身赴任をしたのは自らの選択によるものである。

また，被告は，単身赴任者用の寮も用意しており，単身での借り上げ社

宅を選択したのも原告Ｂ自身であって，原告Ｂが主張するような単身赴

任に伴う身の回りの心配は，主として自らの選択の結果である。

( ) 原告Ｃの個別事情について4

（原告Ｃの主張）

ア 勤務地の限定

札幌搬送通信部では，電電公社と旧全電通労働組合との間の労働協約に

より，一定期間山間部の中継所に勤務すれば，希望地域に配属される運用

がされていた。

原告Ｃは，新得中継所に配属されてから毎年勤務地として小樽を希望し

ていたところ，昭和５６年４月に小樽統制電話中継所に配属され，以後，

本件配転まで小樽で勤務を続けてきた。

上記の事情からすれば，労働契約上，原告Ｃは同意なく配転されること

はなく，勤務地は小樽と限定されていた。

イ 職種の限定

原告Ｃは，入社時から本件配転までの３８年間にわたり，伝送，無線設

備，専用線の開通，保守点検の業務に従事してきており，その職種はこれ

らの業務に限定されていた。

ウ 配転の業務上の必要性の不存在

原告Ｃは，本件配転後，現実にはほぼ毎日電話当番ばかりで，仕事らし

い仕事を与えられなかった。

原告Ｃが配転される前の函館営業支店の幹部会議において，原告Ｃをど

の担当で受け入れるのかが議題になり，結局ＳＥ担当となったとの経過か

らしても，業務上の必要性はなかった。

エ 配転障害事由
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原告Ｃは単身赴任であったが，妻も１人暮らしとなったため食事をきち

んと取らなかったりするなど，妻の生活サイクルが狂ってしまった。

また，定年間近で順応力の低下した労働者に期限の定めなく単身赴任を

命じることは，精神的負担，経済的負担が大きく，原告Ｃも本件配転以降，

腎臓の機能が低下した。

オ 損害

原告Ｃは，本件配転により，以下のような精神的苦痛等による損害を受

けた。

(ア) 健康上の被害

本件配転後，原告Ｃの健康診断の検査結果は，従前より着実に悪化し

た。

(イ) 経済的被害

原告Ｃは，本件配転により，単身赴任生活を余儀なくされ，函館での

生活のために新たに生活用品一式を購入したほか，帰郷のための費用等

もかかった。

(ウ) 精神的苦痛

原告Ｃは，本件配転により，これまでの職場で活かしてきたの技術を

使う場を一方的に奪われ，全く別分野の業務を担当させられ，仕事らし

い仕事は与えられず，同僚らから「不稼働」との屈辱的な評価を受けた。

このように，原告Ｃの受けた精神的苦痛は尋常ではない。

（被告の主張）

ア 勤務地の限定について

被告は，電電公社時代から，従業員採用に際し，勤務地を限定したこと

はなく，また，原告Ｃを含め，同意に基づき従業員を異動させたことはな

い。

イ 職種の限定について
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被告が，原告Ｃの採用に当たって，担当職務を限定したことはない。

ウ 配転の業務上の必要性の存在について

(ア)ａ 函館営業支店においては，ＳＥ担当の準備作業等が増加し，その

他の受託工事も多く，ＳＥの稼働が逼迫している状況であった。そこ

で，ＳＥ担当の充実を図るため，同支店管内における受託工事に関す

る事務処理等を中心とした業務に適応し得るネットワーク等の知識，

高スキルを有する従業員を配置する必要性が生じていた。

ｂ 原告Ｃは，昭和３９年４月１日以降，電気通信設備の工事及び修理

等の業務に従事し，その後平成元年４月１日以降，専用サービス設備

の工事，保守等の業務などに従事しており，かつ，ＭＣＰやＣＣＮＡ

といったネットワークに関する資格を有しており，ネットワークに関

する知識と経験を有していた。このため，被告は，原告Ｃを適任と判

断した。

(イ) 原告Ｃは，本件配転後，ＳＥ担当として受託工事の事務処理等の補

助作業業務，被告が受託した保守業務についての故障受付等の業務を現

実に行っており，仕事らしい仕事がなかったわけではない。

エ 配転障害事由の不存在

原告Ｃの主張する不利益は，異動に通常随伴するもので，労働者の甘受

すべき不利益であり，本件配転に瑕疵はない。

(ア) 被告は，従業員の異動に際し，本人の希望により家族帯同で赴任若

しくは単身で赴任する際の社宅を用意することとしており，同原告は，

自らの意思で妻を帯同して異動することをしなかったのだから，本件配

転の瑕疵とはなり得ない。また，本件異動後においても所定休日等を利

用して毎週帰郷できる。

さらに，単身赴任手当，帰郷実費の支給もあるので，原告Ｃの経済的

負担は大きくない。
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(イ) 原告Ｃ自身の健康については，被告で実施している健康診断におい

て，本件配転後，業務に支障を来す特段の異常はなかった。

( ) 原告Ｄの個別事情について5

（原告Ｄの主張）

ア 勤務地の限定

原告Ｄは，入社した際，その勤務地を釧路管内として労働契約が締結さ

れ，釧路から札幌への転勤は，原告Ｄの同意により行われた。

このような経緯により，原告Ｄに関わる労働契約上の勤務地は，釧路管

内から札幌管内に変更された。

イ 職種の限定

原告Ｄの職種に関する労働契約の内容は，その職種が電報関連の受付業

務（あるいは不本意ながら同意した電報に関わる営業業務）に限定されて

いた。

ウ 配転の業務上の必要性の不存在

原告Ｄの釧路での仕事は，釧路営業支店の営業総括担当であったが，同

担当における仕事は，原告Ｄの赴任前にはアルバイトの女性が担当してい

たものであり，わざわざ原告Ｄを札幌から転勤させて従事させなければな

らない仕事ではなかった。

しかも，原告Ｄは，同支店内で配布された「釧路エリア社員配置イメー

ジ」において，営業総括担当４名とは区別されたその他２名として位置づ

けられており，同支店においては，事実上不必要な存在とされていた。

このように，原告Ｄにつき，本件配転の業務上の必要性はない。

エ 配転障害事由

原告Ｄの妻はうつ病に罹患しており，気心の知れた医師の治療を受ける

ため札幌に残ることとした。しかし，妻が別居生活中に体調を崩したため

釧路に呼び寄せたが，それにより妻にとっては，同居していた長女や余市
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町在住の長男と離れてしまい，家族のコミュニケーションがなくなり，精

神的に辛く，それが病気の原因ともなっていた。また，原告Ｄは，被告か

ら支給される移転費用を大幅に超えるなど，予定外の経済的負担も強いら

れ，生活環境も一変した。

オ 損害

原告Ｄは，本件配転により，以下のような精神的苦痛等による損害を受

けた。

(ア) 経済的負担の大幅増加

原告Ｄ夫婦の釧路への移転費用だけではなく，札幌の社宅を明け渡し

たことから，通勤のために札幌に残ることになった長女に新たにアパー

トを借りるための賃貸料や移転費用が必要となった。

また，原告Ｄ夫婦の釧路への移転のため，独立することになった長女

の生活用品購入代金等の負担が重なった。

(イ) 砕かれた家族の絆とマイホームの夢

本件配転により，上記のような経済的負担が強いられ，マイホームを

建てるといった原告Ｄの人生設計が狂ってしまった。

（被告の主張）

ア 勤務地の限定について

被告が，原告Ｄの採用に当たり，勤務地を釧路に限定した事実はない。

イ 職種の限定について

被告は，原告Ｄの採用に当たり，担当する職種を限定したことはないし，

原告Ｄを含め，同意又は希望に基づき従業員を異動させたことはない。

ウ 配転の業務上の必要性について

(ア)ａ 釧路営業支店においては，釧路管内のブロードバンドサービスの

普及，拡大を目的に活動しており，営業総括担当の営業業務は稼働面

で人員不足の状態であり，同支店管内における販売担当者に対する販
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売企画，支援等業務を中心とした営業関係業務に適応し得る従業員を

増員配置する必要性が生じていた。

ｂ 原告Ｄは，平成９年４月以降，北海道電報サービスセンタにおいて，

電報販売施策の企画，立案，電報サービスに関する販売等業務に従事

しており，北海道内で再配置が必要な従業員２４名中，販売企画業務

のほか，物品管理業務，ユーザ協会事務局業務に適性のある従業員は

９名いたものの，原告Ｄ以外の従業員８名は，スキルや過去の業務経

験からＡＭ，ＳＥ，秘書サポート業務等に，より業務従事適性がある

従業員であった。これらのことから，被告は，最終的に原告Ｄを適任

と判断した。

(イ) 物品管理業務は，誰にでも容易にできるものではなく，アルバイト

の女性が担当した物品管理業務は，システムへの投入作業という事務的

作業の一部である。

エ 配転障害事由の不存在について

原告Ｄの主張する不利益は，異動に通常随伴するもので，労働者の甘受

すべき不利益であり，本件配転に瑕疵を来すものではない。

(ア) 原告Ｄは，満了型を選択した際，被告に対して妻の病状につき主張

していないこと，看護休暇，介護休職を取得していないこと，原告Ｄ自

身も妻の病状につき深刻かつ看護等が必要とは認識していなかったこと

等からすれば，本件配転当時，原告Ｄは，妻の介護が必要な状況にはな

かった。

(イ) 被告は，単身赴任手当，帰郷実費，移転費用等を支給したから，原

告Ｄの妻を釧路に呼び寄せたことによる経済的負担は大きくない。

( ) 原告Ｅの個別事情について6

（原告Ｅの主張）

ア 勤務地の限定
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原告Ｅは，勤務していた苫小牧１１６センタが廃止されるまで約３６年

間にわたり苫小牧にしか勤務したことがなかった。また，札幌への配置転

換についても，原告Ｅの同意の上でのものであった。

このような原告Ｅの採用事情，苫小牧での勤務年数，札幌に転勤した事

情等から，原告Ｅの勤務地は，労働契約上，札幌市に限定されていた。

イ 職種の限定

原告Ｅは，昭和３９年４月から平成９年７月まで３３年間，被告の機械

関係の仕事に従事してきた。原告Ｅが同年８月に苫小牧１１６センタに配

属されたこと及び平成１３年１月に札幌１１６センタに配属されたことは，

いずれも原告Ｅの同意によるものである。

このように，原告Ｅは，労働契約上，採用時には職種が機械職に限定さ

れていたが，合意により地域営業へ職種変更をし，本件配転以前にはその

職種は地域営業に限定されていた。

ウ 配転の業務上の必要性の不存在

(ア) 原告Ｅは，平成１４年７月１日，ＳＯ担当の辞令を受け，東京都葛

飾区所在の青戸ビルでの勤務を命じられたが，この職場は平成１５年３

月で廃止になった。このことは，原告Ｅの東京への配転の必要性がなか

ったことを裏付けている。

(イ) 原告Ｅは，平成１５年４月１日，東京支店営業企画部光ＩＰプロジ

ェクトの辞令を受け，東京都足立区北千住での勤務を命じられたが，被

告において，光ＩＰプロジェクトの特販担当が行っている個人に対する

営業活動はＯＳ会社が担当する業務とされており，被告が担当する業務

とされていない。この点でも，原告Ｅについて，配転の必要性は認めら

れない。

エ 配転障害事由

原告Ｅの両親は，苫小牧で２人で暮らしていた。父は，大正４年生まれ
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で，平成１１年７月１６日に「緑内障による視力障害／視力 右指数弁

左手動弁（１級）／視野 視能率による損失率１００％（２級）」で身体

障害者等級１級に認定され，要介護３であり，内臓にも障害があって数種

類の薬を服用している。母は，大正１０年生まれで，平成７年４月に左足

関節の手術を受け，「変形性関節症による左膝関節機能の全廃」で身体障

害者等級４級に認定され，平成１５年１月に要介護１に認定されている。

上記のとおり，特に父は常に介護が必要な状態であり，母も高齢に加え，

身体障害により父を介護することが困難である。原告Ｅの妻や妹らについ

ても，妻は仕事をしていて常時の介護はできず，妹らも家庭の事情等があ

って常時の介護はできない状態であった。

また，公的介護サービスでは常時の介護は不可能であるし，可能である

としても膨大な金額がかかるうえ，父は自尊心が強いことから老人保健施

設への入所等他人による介護を受け入れなかった（現在は老人保健施設に

入所している。）。

したがって，原告Ｅは，両親の地元にいて妻や妹らの負担を軽くし，唯

一の男子として対処することが必要であった。

オ 損害

原告Ｅは，本件配転により，以下のような精神的苦痛等による損害を受

けた。

(ア) 夫婦同居の破壊

原告Ｅは，本件配転により，人格的生存の基礎である夫婦の同居生活

が破壊された。

(イ) 健康破壊の進行による定年前の退職

原告Ｅは，本件配転により，東京で生活をすることになったが，慣れ

ない気候，生活環境，夫婦別居の不自然な生活の下，肉体的，精神的に

疲弊し，持病である頸椎の異常が悪化した。
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(ウ) 高齢の両親に対する介護ができなかったこと

原告Ｅの東京への本件配転は，地元に住む長男として両親に対する必

要な介護をできなくさせた。

(エ) 家族生活の監視継続，盗撮が行われたこと

原告Ｅは，被告に対する仮処分命令申立て（以下「仮処分事件」とい

う。）をした。被告は，仮処分事件において，原告Ｅの母を同意なく監

視し，写真を撮るという原告Ｅに対する人権侵害行為をした。

（被告の主張）

ア 勤務地の限定について

被告は，電電公社時代から従業員の採用に際して，勤務地を限定したこ

とはなく，同意に基づいて異動させたこともない。

イ 職種の限定

被告が，原告Ｅの採用に当たって，職種を技術職，技術系等と限定した

事実はない。

ウ 配転の業務上の必要性

(ア)ａ 被告は，平成１４年７月，多様化する顧客の要望に即応すること，

各支店だけでなく広い範囲に存在する顧客の様々な要望に即応できる

工事調整体制を構築すること等を目的として，サービスマネージメン

ト部ＮＷソリューションセンタを組織した。当該組織の業務のため，

約５０名のＳＯ業務等のスキルを有する従業員と法人営業の経験，知

識を有する従業員の配置が必要となり，２０名程度は法人営業部で再

配置することとし，その余３０名程度は各支店からの配置の必要性が

生じた。このため，被告は，北海道支店からＳＯ業務のスキルを有す

る従業員１名及び法人営業の経験と知識を有する従業員１名の合計２

名を上記部署に異動させることとした。

被告は，原告Ｅが平成９年８月から平成１２年１２月までＣＵＳＴ
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ＯＭを使用したＳＯ業務に従事していたこと等から，法人営業本部の

求める従業員のうちＳＯ業務のスキルを有する従業員については，ス

キル及び適性等を勘案して原告Ｅが適任と判断した。

ｂ また，東京支店では光サービスに関する顧客への提案，折衝等を重

点的に行うため，新たに同支店営業企画部に光ＩＰ販売プロジェクト

を設置することとし，被告の商品，サービスに関する知識を有し，社

内システムを利用して円滑迅速に事務処理を行い得る人員若しくは顧

客と応対した経験を有する人員を早急にＩＰ販売プロジェクト担当に

配置する必要が生じた。そこで，被告は，同時期に直ちに異動を命じ

る必要性の生じていたＮＷソリューションセンタに従事していた従業

員を優先して同担当へ異動させることとし，原告ＥもＳＯ業務の経験

に基づく商品やサービスに関するスキルを有していたため，ＩＰ販売

プロジェクトへの配転を命じた。

(イ) 本件構造改革の目的は，収益性の高いエリアにおけるＩＰ・ブロー

ドバンド事業の推進を行う点にあることからすれば，ＡＤＳＬの光アク

セスサービスにおける首都圏エリアの低迷状況を打開するため，早期販

売強化，シェア奪回が課題となり，特に東京支店エリアにおけるシェア

低下の歯止めが必要であったことから，被告における全社的な取り組み

としてＩＰ販売プロジェクトを東京支店に設置したのであって，ＯＳ会

社の担当する業務であるとする原告らの主張は失当である。

エ 配転障害事由の不存在について

原告Ｅは，本件配転前より，勤務時間，通勤時間からして，両親を日常

介護すること等は不可能であった。

また，原告Ｅは，両親と約１０キロメートル離れた場所に別居していた

こと，平成１３年１月の異動の意向把握において苫小牧を希望せず，札幌

のみを希望したこと，自らの選択で満了型を選択したこと，介護休職，看
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護休暇，被告の福利厚生の一つとしての介護支援サービス等の制度を利用

したことがないこと等からすれば，原告Ｅの両親が他の者の介護等までは

必要とせず，あるいは介護の必要性があるとしても，市の介護制度等も利

用すれば，原告Ｅ以外の者で十分介護は可能であり，さらに原告Ｅの妻，

妹らによる介護等も期待でき，配転障害事由とはなりえない。

( ) 損害等7

（原告らの主張）

原告らは，上記のような被告の故意又は過失による違法な本件配転命令に

より，家庭生活を送る労働者の人間としての権利と人間性を無視した単身赴

任や遠距離通勤を余儀なくされ，また，これまでの知識，経験，能力を一切

無視された上に，一方的に新たな業務を命じられ，日々，対応に苦慮した。

上記の被告の債務不履行又は不法行為により原告らが被った精神的苦痛は

甚大で，これらを慰謝するには，原告ら各人につき，３００万円の慰謝料が

相当である。

なお，各原告らの損害に関する個別の事情は，前記争点( )ないし( )にそ2 6

れぞれ記載のとおりである。

（被告の主張）

否認ないし争う。

第３ 争点に対する判断

１ 争点( )（本件配転命令の無効）について1

(1) 証拠（甲８，９，１０の１ないし３，甲１２，２９ないし３１，３３，

６９，７０，７２，１３１の１ないし９，甲１３４の１ないし１５，甲１４

１，１４５ないし１４９，１５１，１５２，乙１，１４，１６，１７，２１，

２３，２４，２６，２７，３０，３１，３４，４５，７５，９７，１００な

いし１０９，１１２ないし１１７，１２２，１３４，１８５，１９３，証人

Ｆ，同Ｇ，同Ｈ，原告Ｂ（後記認定に反する部分を除く。））及び弁論の全
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趣旨によれば，以下の事実が認められる（なお，括弧内の証拠番号等は掲記

事実を認めた主要証拠である。）。

ア 本件計画と従業員の雇用形態の見直し等

(ア) 被告は，従来，固定電話を主な収入基盤としてきたが，市場環境及

び競争環境が急激に変化し，携帯電話が急速に普及して固定電話が減少

し，優先接続制度（電話会社選択サービス）の導入に伴う市内電話料金

の値下げ及び他事業者の電話市場への本格参入等によるシェアの大きな

落ち込み，他事業者との接続料金の大幅値下げ等により，大きな減収が

見込まれ，そのままでは減収が続き，業績の悪化により従業員の雇用確

保も危ぶまれる状況になると予想されたことなどから，これに歯止めを

かけるには，各分野におけるコスト削減により競争力を強化するととも

に，従来の電話中心から情報流通へと事業構造を転換し，法人営業を中

心とするＩＰ・ブロードバンド事業やＩＴ機能の強化等による営業収入

を増加させることによって競争力を強化し，財務基盤を確立する必要が

あると判断し，その一環として，平成１３年４月２７日，ＮＴＴが策定

発表した本件構造改革に基づく本件計画を発表した。（甲６９，７０，

乙１４，１６，１７，４５）

(イ) 本件計画は，被告の基幹業務である固定電話の保全，管理，営業等

の業務を新設するＯＳ会社に外注委託することなどを内容とするもので

ある。被告は，本件計画等に基づいて上記業務を外注委託化することに

伴い，従業員の雇用形態及び処遇体系を見直すこととし，平成１３年１

２月３日付けの以下のような内容の社長通達を発した。（甲８，９，乙

２１，２３）

ａ 平成１４年３月３１日時点の年齢が５０歳以上５９歳以下の従業員

は，本件選択通知書の提出により繰延型，一時金型，満了型のいずれ

かを選択するものとし，これを提出しない者は満了型を選択したもの
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とみなす。

繰延型及び一時金型を選択した者は，平成１４年４月末に被告を退

職してＯＳ会社に雇用され，被告で得ていた所定内給与が低下するこ

とに対する激変緩和措置として，給与加算等がされ（繰延型），ある

いは被告の退職金に一時金が加算される（一時金型）。一方，満了型

を選択した者は，被告において６０歳の定年まで勤務することができ

るが，ＯＳ会社への出向はない反面，全国的な転勤もあり得る。

ｂ 上記時点の年齢が５０歳未満の従業員は，そのうち上記業務に従事

している者を原則としてＯＳ会社に出向させ，当面は従前の業務に従

事させる。なお，５０歳未満でも特に希望する者は，繰延型及び一時

金型を選択してＯＳ会社に雇用されることを妨げない。

(ウ) 被告は，上記のように平成１４年３月３１日時点の年齢が５０歳以

上であるか，５０歳未満であるかを雇用形態選択の基準としたが，それ

は，５０歳が企業年金受給資格の発生時期であり，一般的にライフプラ

ン検討上の一定の節目であると考えられたこと，他方，５０歳以上の者

の雇用形態の選択により，ＯＳ会社に雇用される者の大多数が５０歳以

上となると人員構成上の不均衡が生じることから，将来の事業の継続性

を勘案する必要があったことによるものである。また，被告は，満了型

を選択した５０歳以上の従業員の処遇は就業規則に従って行うが，上記

事業の継続性の観点からＯＳ会社への出向の対象とはしないこととした。

（乙４５，９７）

(エ) 被告は，平成１３年１２月３日以降，全従業員に対し，雇用形態，

処遇体系の多様化の概要及び選択の方法につき説明をし，同月中旬から

平成１４年１月にかけて，同年３月３１日時点の年齢が５０歳以上の従

業員に対し，個別面談をした。

被告においては，前記説明につき「社員対応マニュアル」等のマニュ
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アルが作成され，これらのマニュアルには，説明者が，満了型を選択し

た従業員に対し，①法人販売，企画業務等に従事すること，②全国転勤

が前提となること，③成果業績主義が徹底されることといった留意事項

を説明する旨の内容が含まれていた。（甲１０の１ないし３，甲６８，

乙７５，９７，証人Ｆ。甲７２参照）

(オ) 被告は，その後，本件構造改革リファインを実施することとし，平

成１４年１２月２４日付けの社長通達をもって，本件計画において満了

型を選択し，あるいは選択したものとみなされた平成１５年３月３１日

時点で５１歳以上５９歳以下の全従業員に対し，再度，本件選択通知書

の提出によって雇用形態及び処遇体系の選択をするように求めた。

原告らは，いずれも本件選択通知書を提出せず，満了型を選択したも

のとみなされた。（甲２９ないし３１，３３，乙２４，２６，２７）

イ 原告らは，平成１４年５月２０日から同月３１日まで，東京都調布市所

在の被告研修センタにおいて，「ソリューションビジネスコース」という

集合研修を受けるなどした。

同研修は，ソリューション営業やＬＡＮの基礎及び構築を内容とするも

のであった。（甲１３１の１ないし９，甲１３４の１ないし１５，乙７

６）

ウ 再配置の人数等

北海道内の各事業所において，満了型を選択し又は選択したとみなされ

た従業員は５８名おり，そのうちＯＳ会社へのアウトソーシングの対象と

なる業務に従事していた従業員は４７名であった。この４７名中，平成１

４年５月１日にグループ各社へ転出した４名，休職中の１名，同年６月に

死亡退職した１名の計６名を除く４１名の従業員が再配置されることとな

った。さらに，この４１名のうち８名が首都圏へ異動となり，残り３３名

のうち，平成１４年度末の年齢が６０歳であった６名及び健康上配慮が必



- 48 -

要な従業員３名は拠点間をまたがる異動はされず，これらの９名を除く２

４名につき，北海道内での人員配置が検討された。（甲１４１，乙１３４，

証人Ｈ）

エ(ア) 雇用通知書の具体的内容

Ｉは，原告Ｂの３年後輩で，電電公社に採用され，当初は線路技術職

の業務に就いていた。Ｉの雇用通知書には電気通信局長の氏名が記載さ

れており，「雇用局所」として「旭川電話局」，「従事する業務」とし

て「線路技術」等と書かれていた。（甲１４５，１４６，原告Ｂ）

(イ) 辞令書の記載内容

Ｉの採用時の電電公社の辞令書には，任命権者として旭川電話局長の

氏名が記載されていた。電電公社総裁は，電気通信局長等に委任して任

命権限を与えていた。（甲１４７ないし１４９，１５１，１５２，乙９

９，１２２）

(ウ) 誓約書の記載内容

原告らが電電公社に入社した際の誓約書には「法令その他公社の定め

る諸規定を守り誠実に職務を遂行することを固く誓います」と記載され，

その宛名は電電公社総裁であった。（乙１００，１０２，１０４，１０

６，１０８）

(エ) 就職希望者調書

原告らは，電電公社に入社する際，就職希望者調書を電電公社に提出

した。（乙１０１，１０３，１０５，１０７，１０９）

オ 被告においては，健康管理規程が定められ，年１回の健康診断が実施さ

れていた。（乙３１）

カ 被告においては，次の制度が存在する。

(ア)ａ 単身赴任手当

被告は，従業員が配転により単身赴任となった場合，月３万円の手
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当を当該従業員に支給する。（甲１２，乙１，１９３）

ｂ 帰郷実費

被告は，単身赴任従業員に対し，帰郷のために当該従業員が必要と

する交通費等の所定の実費相当額につき６か月に７回を限度に支給す

る。（乙３０）

ｃ 社宅

被告は，配転に伴い家族を帯同して赴任することを希望する者に対

しては，世帯用社宅を用意する。（乙１１２ないし１１４）

ｄ 旅費

被告は，従業員が出張又は赴任を命じられて旅行をする場合，旅費

等を支給する。（甲１２，乙１，１１５ないし１１７，１８５）

(イ)ａ 介護休職

被告の従業員は，配偶者，子，本人及び配偶者の父母・祖父母並び

に同居して生計を一にしている本人の孫及び兄弟姉妹の介護のため，

一定期間休業することを所属長に申し出たときは，原則最長１年を限

度とし，１か月を単位とした期間で介護の休職を取ることができる

（就業規則７０条）。（甲１２，乙１）

ｂ 看護休暇

被告の従業員（試用期間中の者を除く。）は，同居の親族の病気，

別居している当該従業員の健康保険法に定める被扶養者の病気又は配

偶者の出産の場合で，ほかに看護する者がなく，一定期間看護のため

に勤務できないときは，看護休暇が与えられる（就業規則５３条）。

（甲１２，乙１）

(ウ) 選択型福利厚生制度

被告における福利厚生は，被告が用意した福利厚生施策の中から従業

員が必要なものを選択する制度となっている。その選択肢の１つに，介
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護支援サービスがあり，介護クーポン運営協議会が実施する介護クーポ

ン制度に基づいた，ケアワーカーによる介護サービスの割引が受けられ

る。（乙３４，３５）

キ(ア) 被告は，従業員に対し，従業員が考慮してもらいたいこと等を記す

ことのできる自己申告（ＣＡＳ）を毎年１０月に提出させていた。

(イ) 被告の北海道支店総務部人事労働担当部長及び同部人事・労働担当

課長は，平成１４年６月４日から同月１７日，北海道内の各支店と各営

業拠点を訪問した。

(ウ) 被告における給与の種類には，資格賃金，年齢賃金等があり（就業

規則８０条），資格賃金は，格付けられる資格等級に基づいて決定され

（同８４条），その資格として，一般資格，エキスパート資格，看護資

格，医療技能資格，薬剤師資格，医師資格，医療補助資格がある（就業

規則別表）。（甲１２，乙１，１３４，証人Ｈ。乙３８参照）

(2) 上記認定事実（前提となる事実を含む。以下同じ。）を踏まえ，本件配

転命令の効力について検討する。

ア 本件計画と従業員の雇用形態の見直し等

被告が本件計画等に基づき，固定電話の保全，管理，営業等の業務をＯ

Ｓ会社に外注委託することなどに伴い，従業員の雇用形態及び処遇体系の

見直しをすることとし，平成１４年３月３１日時点で５０歳以上（平成１

５年３月３１日時点で５１歳以上）５９歳以下の従業員に対し，本件選択

通知書の提出により，繰延型及び一時金型を選択して被告を退職してＯＳ

会社に雇用されることと，被告を退職せずに定年まで勤務することのいず

れかを選択するように求めたこと，被告が本件計画等を作成し実施するに

至ったのは，現状のままでは市場環境及び競争環境の急激な変化により生

じた減収傾向が継続し，業績が悪化することが予想され，被告の事業構造

を従来の電話中心から情報流通へと転換する必要があると判断したことな
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どによるものであることは，上記認定のとおりである。

被告における上記のような判断及びこれに基づく本件計画等の策定及び

実施は，その経営判断に基づくものであるところ，これが不必要であった

とか著しく不合理であったとすべき事情を認定するに足りる証拠はない。

また，雇用形態の選択を求める際に一定の年齢（平成１４年３月３１日時

点では５０歳以上か，５０歳未満か）を基準としたこと，その年齢以上の

者に対し，本件選択通知書の提出による雇用形態の選択を求め，これを提

出しない者については定年まで引き続き被告が雇用することとし，かつ，

それらの者については全国的な配転もあり得る反面，ＯＳ会社への出向は

ないなどとしたことは，上記認定の理由に基づくものであって相応の合理

性があると認められ（後記のとおり，全国的な配転等は被告の就業規則６

０条に基づくものであり，原告らとの労働契約に勤務地や職種の限定があ

るなどとは認められない。），このような被告の経営判断を違法なもので

あるなどとすることはできない。

この点に関し，原告らは，被告及びＮＴＴグループ全体では巨大な利益

を上げているという経営状況から本件計画は差し迫った必要性に基づくも

のではなく，被告が利益の最大化を求めてコスト削減のために行ったもの

であると主張するが，多数の従業員を有し，東日本地域に事業を展開する

被告において，既に市場環境や競争環境が変化し，減収が生じているにも

かかわらず，より切迫した状況に至らなければ改革を行うことができない

などといえないことは明らかであり，被告の利益額がなお多大であること

などは本件計画の策定及び実施を妨げる事情とはならない。

イ 勤務地や職種の限定等について

(ア) ①従業員の配転につき定められた被告の就業規則６０条及び電電公

社の就業規則５１条においては，職種，勤務地の限定はなく，職種につ

いての例示列挙等もないこと，さらに，管理職以外のいわゆる平社員の
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みに適用されるといった限定もないこと，②原告らは電電公社との間で

労働契約を締結したもので，採用者は電電公社総裁であって，当該地域

の電話局長等ではないこと（原告らが電電公社に入社した際提出した誓

約書の宛先が電電公社総裁であること等は，上記事実を裏付けるもので

あり，採用通知書に電気通信局長等の氏名が記載されているのは，同局

長等が電電公社総裁からの委任を受けて採用手続を行っていたからであ

り，その記載は上記判断を左右するものではない。），③原告らが就職

希望時に電電公社に提出した就職希望者調書（乙１０１等）には勤務地

や職種についての希望欄があるものがあるが，原告Ａの同調書の同欄に

は，「公社のつごうで，希望に添えないときがあります」と明記されて

いるように，同欄はあくまで「希望」として電電公社が聴取するもので

あったこと（なお，原告Ａにおいては，特に強い希望について書く欄に

何も記載をしておらず，当時勤務地等について格別の希望を持っていな

かったと認められる。），④被告は，多数の従業員を擁して東日本地域

において営業を展開する大規模な会社であり，そのような被告において

は，異職種，遠隔地配転が行われるのはむしろ通常のことである（乙９

７，証人Ｇ参照。これに反する事実を認めるに足りる証拠はない。）こ

と等からすれば，原告らと被告との間で勤務地，職種の限定が明示又は

黙示的に合意され，あるいはそれらの限定が慣行となっていたと認める

ことはできない。

(イ)ａ 原告らは，採用時に受領した雇用通知書や辞令及び募集案内には

担当職務等が明記されており，このような場合，原則としてその記載

が労働契約の内容となると主張する。

しかし，これらの書面の記載は，単に採用当初の勤務局所，担当職

務を指定しただけであり，被告のような大規模の会社において，一般

的にこれらの記載をもって将来にわたって勤務局所や担当職務を限定
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して他局や他職への変更を行わないことの意味をも有するものと解す

ることはできず（甲１１７，証人Ｇ），原告らの主張は採用すること

ができない。

ｂ 原告らは，本件配転以前に異職種，遠隔地配転がされていたとして

も，当該配転前に被告による当該従業員に対する意向調査がされてい

たから，同意のない一方的な配転はされないとの慣行があったなどと

主張する。

確かに，被告においては，希望調書を作成して配転前に当該従業員

の意向を調査していた（甲１２２，１６０）。しかし，それは文字通

り従業員の希望を聴き，配転の際の参考事情とするものであると認め

られ，被告のように多数の従業員がいる会社においては，従業員の希

望も多数となり，希望を叶えることも難しくなるから，全ての従業員

に希望どおりの配転や同意に基づく配転をすることができないことは

明らかであり，原告らの主張を採用することはできない。

(ウ) 以上からすれば，勤務地，職種の限定に関する主張については，原

告らの個別事情を検討するまでもなく採用することはできない（したが

って，下記２ないし６においては，同主張に関する検討はしない。）。

ウ 労働契約上の配慮義務違反の主張について

労働契約においては，その人的，継続的な性質から，当事者における信

頼関係が要請され，使用者には労働者に対して一定の配慮をすべき付随義

務は認められる。しかし，本件で原告らが主張するような配慮義務が一般

的義務として法的に認められているとはいい難く，原告らの主張を採用す

ることはできない。

エ 法令，判例等違反による無効の主張について

(ア) 年齢差別について

ａ 原告らは，５１歳以上の従業員は，繰延型及び一時金型を選択すれ



- 54 -

ば，被告の子会社で生殺与奪の権を握られているＯＳ会社に再就職し

なければならず，賃金も減額される一方，繰延型及び一時金型を選択

しなければ，満了型となり，異職種，遠隔地配転をさせられるから，

年齢という不合理な基準により選択を強いられることになるとし，こ

れは５０歳以下の従業員との間で年齢によるいわれのない差別である

と主張する。

しかし，従業員が繰延型及び一時金型を選択した場合，賃金が低下

するとしても，激変緩和措置等一定の措置が講じられており，それら

の形態における賃金制度等が著しく不合理であるとはいえない。また，

満了型となっても，遠隔地配転がされない場合があり得るし（甲２５

２参照），上記のとおり，勤務地，職種の限定の合意又は慣行は認め

られず，異職種，遠隔地配転が行われ得ることが就業規則に定められ

ている以上，そのような配転が行われるのはやむを得ないといえる。

さらに，雇用形態の選択を強いられたと主張するが，その選択におい

ては，一定の考慮期間があったことや上長との個別面談の機会があっ

たこと等からすれば，選択を強いられたとまでいうことはできない。

ｂ なお，原告らは，整理解雇等の判例法理に照らして本件配転は違法

であるなどと主張する。しかし，本件配転命令は，その形式面はもと

より，実質的に見ても，これを整理解雇であるとか，就業規則の変更

であるなどということはできず，原告らの主張を採用することはでき

ない。

(イ) 高年齢者雇用安定法違反について

就業規則における従業員の定年は変更されておらず，ＯＳ会社におい

ても６０歳定年制であることからして，原告らの同法違反の主張を採用

することはできない。

(ウ) ＩＬＯ１５６号条約及びＩＬＯ１６５号勧告について
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ＩＬＯ１５６号条約においては，その文言からして，我が国が同条約

の定める内容を国の政策の目的とすること等の義務を負うことが定めら

れているだけで，国内の法人に対し直接に同条約の効力が及び，当該法

人と従業員との間の労働契約が同条約により直ちに無効となることを認

めることはできない。

また，ＩＬＯ１６５号勧告２０項についても，同項は，配転における

家族的責任及び配偶者の就業場所等の事項の考慮を求めているだけであ

り，配転が労働者やその家族等に影響を及ぼす事態を生じた場合であっ

ても，同項に違反して当該配転命令が違法無効となることなどをいうも

のでないことは明らかである。

したがって，原告らの主張を採用することはできない。

(エ) 育児介護休業法２６条違反について

同条は，その文言からして，転勤により育児又は介護が困難になる労

働者がいる場合に，事業主に，育児又は介護の状況に対する配慮を求め

ているだけであり，育児又は介護が困難になる配転命令が同条により直

ちに違法無効となるものではないから，原告らの主張を採用することは

できない。

(オ) 公序良俗違反について

原告らは，本件配転が年齢のみを理由とした不合理な差別であって憲

法等に違反すると主張するが，そのような主張に理由がないことは既に

判示したとおりである。

なお，原告らは，本件配転が不当な動機，目的によるもので原告らに

著しい不利益を被らせているとも主張するところ，これらが直ちに公序

良俗違反の根拠となるものとするには疑問があり，本件においては，後

記（オの権利濫用及び２以下の各原告の個別事情）において検討判断す

ることとする。
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オ 権利濫用の主張について

(ア) 本件において，勤務地，職種の限定の合意等が認められないとして

も，配転，特に転居を伴う配転は，労働者の生活関係に影響を与えるか

ら，使用者による配転命令が無制約に許されることにはならない。

そこで，当該配転命令につき業務上の必要性が存しない場合又は業務

上の必要性が存する場合であっても，当該配転命令が他の不当な動機，

目的をもってされたものであるとき若しくは労働者に対し通常甘受すべ

き程度を著しく越える不利益を負わせるものであるとき等，特段の事情

の存する場合，当該配転命令は，権利の濫用となる。そして，業務上の

必要性は，当該配転先への配転が余人をもって容易に替え難いといった

高度の必要性に限定されず，労働力の適正配置，業務の能率増進，労働

者の能力開発，勤務意欲の高揚，業務運営の円滑化等の使用者の合理的

運営に寄与する点があれば，認められると解される。

上記の業務上の必要性等は，労働者ごとに異なるものであるから，原

告らについても，個別に判断する必要がある。そこで，原告らにおいて，

権利濫用に当たる配転命令がされたかにつき，下記２ないし６（争点

( )ないし(6)の検討）において個別的に検討する。2

(イ) 不当な動機，目的について

後記のように，原告らの配転は，権利濫用と認められるため，本件配

転命令の違法性に関するその余の主張を判断する必要はないものの，本

件配転において，不当な動機や目的が存在したかについて付言する。

原告らは，本件配転は，被告の意向に従わなかった原告らに対する報

復として行われ，転籍に応じないと異職種や遠隔地への配転が行われる

という見せしめの意味をもっていたと主張する。

しかし，職種については，従来の業務の一部がＯＳ化され，異職種へ

配転されることにならざるを得ない場合もあり得る。また，後記のよう
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に本件配転に業務上の必要性が認められる場合もある。そして，繰延型

や一時金型を選択させることが被告の意向であることや原告らの配転が

見せしめの意味をもっていたことを認めるに足りる証拠はなく，原告ら

の主張を採用することはできない。

(ウ) なお，被告は，本件構造改革等からすれば，本件配転には高度の業

務上の必要性があると主張していると考えられる。

本件構造改革等が被告にとって必要な施策であり，本件構造改革等に

より被告における業務の一部がＯＳ化され，原告らの従事していた業務

がなくなり，原告らを他の業務に配転せざるを得ないとしても，配転に

伴う原告らの個別的事情は斟酌されなければならないのであるから，本

件構造改革の必要性があるだけで，本件配転の業務上の必要性があるこ

とにはならない。

したがって，上記のような被告の主張を採用することはできない。

２ 争点( )（原告Ａの個別事情）について2

(1) 証拠（甲１９，２０，１２０，１４２，乙９７，１００，１０１，１３

４，１４２，１４５の１，１４６の１ないし５，証人Ｈ，同Ｊ，原告Ａ（後

記認定に反する部分を除く。））及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が

認められる（なお，括弧内の証拠番号等は掲記事実を認めた主要証拠であ

る。）。

ア 原告Ａの職歴等（別紙１参照）

(ア) 原告Ａは，昭和２５年１月１日生まれの女性で，昭和４３年４月１

日に電電公社滝川電報電話局電話運用課に電話交換職の見習従業員とし

て雇用され，電話番号案内，市内市外接続業務に配属され，同年８月１

日に従業員に採用された。（甲１４２，乙１００，１０１）

(イ) 原告Ａの雇用関係は，昭和６０年４月に電電公社がＮＴＴとなった

ことに伴ってＮＴＴへと承継されたが，原告Ａの勤務場所及び職種に変
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更はなかった。

(ウ) ＮＴＴ滝川支店の情報案内業務は，平成１０年１２月３１日にエヌ

・ティ・ティ北海道テレマート株式会社へ全面委託化されることとなり，

あらかじめ異動部署の希望調査がされたが，原告Ａは，滝川を離れる考

えがなかったため，滝川でできる職種の中から営業担当を希望した。

（甲１４２）

(エ) 原告Ａの雇用関係は，平成１１年７月に被告に承継されたが，原告

Ａの勤務場所及び業務内容に変更はなかった。

(オ) 原告Ａは，平成１１年１月１日から，滝川営業所営業担当に配属さ

れ，商品の訪問販売等の業務を行った。（甲１４２）

(カ) 上記営業所は，平成１２年１２月末をもって廃止されることとなっ

たため，被告により，異動先の希望調査が行われた。

原告Ａは，札幌１１６センタを希望し，希望どおり，同センタのフロ

ント担当勤務を命じられ，平成１３年１月１日から同センタでの勤務を

始めた。原告Ａは，同センタにおいて，被告の社内システムであるＣＵ

ＳＴＯＭというシステムを操作し，業務を行っていた。（甲１４２，乙

１３４，原告Ａ）

(キ) 原告Ａは，本件計画が平成１３年４月に発表され，平成１４年１月

１８日までに本件選択通知書を提出するよう求められたが，提出する理

由はないと考え，提出しなかった。（甲１４２，原告Ａ）

(ク) 原告Ａは，平成１４年４月１７日，同月２４日付けで北海道支店法

人営業部企画部門への人事異動を受け，同年６月末まで研修を受けた。

原告Ａは，同月２４日，同年７月１日付けで苫小牧営業支店法人営業担

当への配置転換（本件配転）を命じられ，同支店で業務を始めた。（甲

１４２）

(ケ) 原告Ａは，平成１７年７月１日付けで，苫小牧営業支店から札幌市
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所在の北海道支店営業企画部の法務担当へ異動となった。（甲１４２，

乙１３４，原告Ａ）

イ 苫小牧営業支店における職務

原告Ａは，苫小牧営業支店では，ＡＭ（アカウントマネージャー。法人

への販売担当者）が顧客から受注した被告の商品や通信回線の各種サービ

スにつき，物品管理システムを使って商品を顧客へ発送したり，顧客から

電話回線の申込等の注文を受けた際，ＣＵＳＴＯＭを操作して工事部門へ

の工事手配等を行う秘書サポートの業務を担当することとなった。

原告Ａは，平成１５年春に秘書サポート業務がＯＳ会社に移行されたた

め同業務を離れ，リース料の入力等の業務を主として担当することとなっ

た。（甲１４２，乙１３４，１４２，１４５の１，乙１４６の１ないし５，

証人Ｈ，証人Ｊ，原告Ａ）

ウ 原告Ａの家族状況等

(ア)ａ 原告Ａは，昭和５０年ころ結婚し，３人の子をもうけた。（甲１

４２）

ｂ 原告Ａは，札幌１１６センタに異動後単身赴任生活をしていたが，

滝川にいた長女が平成１３年夏ころから原告Ａと同居するようになり，

長女は苫小牧へも原告Ａと一緒に転居した。（甲１４２，原告Ａ）

ｃ 原告Ａには，喘息の持病があり，月に１回診療，投薬を受けている。

（甲１４２）

ｄ 原告Ａの妹は，滝川に住み，老人ホームで交代制の勤務に就いてい

る。（甲１４２）

(イ) 原告Ａの父は，本件配転時８１歳，母は７７歳であった。父は，平

成１４年ころ歩行が困難となり，同年１２月末に介護認定申請をして２

級と認定された。母は，以前からパーキンソン病，狭心症で通院をして

おり，月曜日から土曜日までの１日１回の給食サービス並びに週１回の
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入浴，掃除，洗濯，買物及び炊事の介護保険サービスを受けていたが，

平成１５年６月に入院した。このため，父は，介護をする者がいなくな

り，特別養護老人ホームに入所した。母は，病状がある程度回復したが，

世話をする者がおらず，療養型病院に転院して入院生活を続けた。

原告Ａは，母が平成１６年１２月ころ手術を受けることとなったため，

同月６日から介護休職を取った。（甲１４２，２７８，原告Ａ）

(ウ) 原告Ａは，夫が平成１５年１２月に肝がんが発見されて入院したた

め，平成１６年２月１６日から同月２０日まで看護休暇を取り，同年４

月１日から介護休職を取った。夫は，同年６月６日に亡くなった。（甲

１２０，１４２）

(エ) 家庭事情の申告等について

ａ 原告Ａは，通信労組が被告代表取締役社長に提出した平成１４年１

月２１日付け要求書に，「滝川に扶養している両親がいるのでＮＴＴ

社員として滝川で仕事がしたい。自分も通院しているのでこれ以上転

勤できない。」と記載した。なお，被告は，この要求に対し団体交渉

において議論する考えはないと回答した。（甲１９，２０）

ｂ 原告Ａは，本件選択通知書の提出に関する面談において，家庭事情

等について発言しなかった。（乙１３４）

ｃ 原告Ａは，平成１４年４月からの研修期間中，上長に対し，家庭の

事情を説明した。（甲１４２，乙１３４，原告Ａ）

(2) 上記認定事実を踏まえ，原告Ａの個別事情と本件配転命令の違法性等に

ついて検討する。

ア 業務上の必要性について

被告は，業務上の必要性につき，北海道内で再配置が必要とされ，かつ，

ＣＵＳＴＯＭで工事等の手配ができる被告従業員の中で，販売経験がある

のは原告Ａ１名のみであり，販売経験を必要としたのは，ＡＭや顧客の信
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頼を得ることができるためであるとして，本件配転により，原告Ａを苫小

牧営業支店に配転する業務上の必要性があったと主張する。

確かに，原告Ａは，本件配転前は札幌１１６センタでＣＵＳＴＯＭを用

いて仕事をしていたが，同センタでのＣＵＳＴＯＭを使った業務は，主に

個人を顧客とするものであった（原告Ａ）のに対し，苫小牧営業支店では

法人を顧客としており（乙１４５の１，２，乙１４６の１），原告ＡがＣ

ＵＳＴＯＭに精通していたとまではいえないこと（原告Ａ），被告の従業

員であるＡＭに対する対応につき，販売経験という顧客への対応経験が特

別に必要であるとは考えられず，また，販売経験に限らず，広く接客の経

験があれば，顧客への対応を十分に行えると考えられること，販売経験が

必要とされたのは，販売担当者であるＡＭの行動が理解でき，ＡＭとのコ

ミュニケーションが取りやすいことから販売経験を有することが最良であ

るとされただけであり，平成１３年から平成１４年にかけて同支店で秘書

サポート業務に従事していた従業員について販売経験があることは格別重

要視されていなかった旨の被告従業員である証人Ｊの証言を加えて考えれ

ば，原告Ａを同支店に配転したことは労働力の適正配置であったと認める

ことはできない。

また，原告Ａは，ＣＵＳＴＯＭに精通しておらず，原告Ａを苫小牧に配

転したことにより業務の能率が増進したり，業務運営が円滑化したとは認

められない。さらに原告Ａの勤務意欲の高揚といった被告の合理的運営に

寄与する点も認められない。

これらのことからすれば，原告Ａにつき，本件配転の業務上の必要性は

認められない。

イ 損害について

原告Ａに対する本件配転命令は，上記のとおり業務上の必要性がないに

もかかわらず行われたものであり，権利の濫用として違法であるというべ
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きである。

本件配転命令による原告Ａの苫小牧への異動は転居を伴うもので，その

家族関係に影響を及ぼすものであり，それによって原告Ａが精神的苦痛を

被ったことは容易に推認することができる。

もっとも，原告Ａは，既に札幌１１６センタに勤務してから滝川を離れ

て単身又は長女と同居して生活していたことからすれば，本件配転命令の

時点では両親の介護に関し本件配転によって大きな影響を受けたとは認め

られず（両親に関し，本件配転後の研修時まで「両親も元気だったし，介

護の必要性とかそういうのもなかった」と自認している。），夫の肝がん

の点も本件配転後に生じた事由であり（ただし，両親の介護及び夫の療養

は，本件配転により原告Ａが苫小牧に転居していなければ，より手厚くこ

れを行い得た可能性は否定できない。），持病の喘息に関しては，苫小牧

に異動することによって具体的な支障を生じ，又は生ずるおそれがあった

ことを認めるに足りる証拠はなく，原告Ａが，見せしめ配転による人間関

係上の苦痛として苫小牧で気持ちよく仕事をできなかったとの事実を認め

るに足りる証拠もなく，経済的負担についても，被告には，単身赴任手当，

帰郷実費の支給の制度があり，社宅の用意もあったことからすれば，原告

Ａの経済的負担が大きかったとまでは認められない。

その他，上記認定の本件配転による原告Ａの苫小牧での生活の期間や態

様等の各事情を勘案すれば，本件配転命令によって原告Ａの被った精神的

苦痛に対する慰謝料は，５０万円とするのが相当である。

３ 争点( )（原告Ｂの個別事情）について3

(1) 証拠（甲１４３，１５３，乙９７，１０２，１０３，１４３，１４７の

１，２，乙１４８の１ないし５，証人Ｋ，原告Ｂ（後記認定に反する部分を

除く。））及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる（なお，括

弧内の証拠番号等は掲記事実を認めた主要証拠である。）。
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ア 原告Ｂの職歴等（別紙２参照）

(ア) 原告Ｂは，昭和１８年８月２５日生まれの男性で，昭和３７年４月

１日に電電公社留萌電報電話局線路宅内課に見習従業員として雇用され，

同年８月１日に従業員として採用された。（乙１０２，１０３）

(イ) 原告Ｂの雇用関係は，昭和６０年４月に電電公社がＮＴＴとなった

ことに伴ってＮＴＴへ承継されたが，原告Ｂの勤務場所及び業務内容に

変更はなかった。

(ウ) ＮＴＴ留萌営業所宅内業務は，平成７年２月２３日にＭＥ北海道の

前身である株式会社エヌ・ティ・ティ テレコムエンジニアリング北海

道（以下「ＴＥ北海道」という。）へ業務委託され，同営業所の線路宅

内課は廃止された。

ＮＴＴは，同課の従業員に対し，ＴＥ北海道に出向してこれまでと同

じ業務に従事するか，出向せず，ＮＴＴの営業業務に職種転換をするか

の選択を求めた。原告Ｂは，増毛町に自宅があり，原告Ｂの妻の実家が

留萌にあることから，留萌に残ることを希望した。（甲１４３）

(エ) 原告Ｂは，平成７年２月２３日に同営業所営業担当となった。

(オ) 原告Ｂの雇用関係は，平成１１年７月に被告に承継されたが，原告

Ｂの勤務場所及び業務内容に変更はなかった。

(カ) 同営業所は，平成１２年１２月にＮＴＴの業務再編の一環として廃

止されることとなり，被告は，原告Ｂに旭川か札幌への配置転換を打診

した。

原告Ｂは，留萌からの配置転換に同意し，札幌を勤務地として希望し

た。なお，留萌営業所は同月２２日に廃止された。（甲１４３）

(キ) 原告Ｂは，平成１３年１月１日から北海道支店営業部エリア営業部

門エリア営業担当となった。

(ク) 原告Ｂは，本件構造改革により上記業務がＯＳ会社に移管されるこ
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ととなったところ，ＯＳ会社を選択した場合，賃金が３０パーセント切

り下げられることになっており，そのような不合理な選択などはできな

いと考え，本件選択通知書を提出しなかったため，満了型を選択したも

のとみなされた。（甲１４３，原告Ｂ）

(ケ) 原告Ｂは，平成１４年４月２４日付けで北海道支店法人営業部に異

動となり，同年７月１日付けで北海道支店室蘭営業支店営業総括担当へ

の配転（本件配転）を命じられた。

(コ) 原告Ｂは，平成１６年３月３１日に被告を定年退職した。（甲１４

３，証人Ｋ）

イ 室蘭営業支店における業務

(ア) 原告Ｂが来る前の室蘭営業支店には，営業総括の担当課長Ｋの下に

主査が３名いた。（甲１５３）

(イ) 原告Ｂの同支店での当初の担当業務は主にＬモード（情報の検索や

メール機能を持ち合わせた電話機）販売促進の企画であったが，平成１

４年１０月からは調達物流の業務，平成１５年４月からは通信機器業務

支援システムの担当となった。（甲１４３，乙１４３，１４７の１，２，

乙１４８の１ないし５，証人Ｋ，原告Ｂ）

ウ 原告Ｂの家族状況

(ア) 原告Ｂは，結婚して娘４人をもうけたが，原告Ｂの夫婦が孫（二女

の息子）の面倒を見てきた（甲１４３）。

(イ) 原告Ｂは，平成１４年７月から平成１６年３月まで単身赴任生活を

した。（原告Ｂ）

(2) 上記認定事実を踏まえ，原告Ｂの個別事情と本件配転命令の違法性等に

ついて検討する。

ア 業務上の必要性について

被告は，原告Ｂの本件配転の業務上の必要性につき，室蘭営業支店にお
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いては，フレッツＡＤＳＬの売上維持，さらなる販売拡大，それ以外の商

品，特にＬモードの提案活動等を行わなければならない状況であったが，

人員不足であったため，同支店管内における販売担当者に対する販売企画，

支援等業務を中心とした営業関係業務に適応し得る従業員を配置する必要

が生じており，同支店が販売経験のある人材を要請したのは，当時同支店

の販売成績が良く，さらに販売を伸ばしたいという希望を持ち，かつ，Ｌ

モードという新しい商品の担当をしてもらいたかったからであり，原告Ｂ

が適任と判断したからであると主張する。

確かに，原告Ｂは，本件配転後，平成１４年９月までＬモードの販売促

進の企画業務を担当をしていたことが認められる。しかし，当時同支店で

Ｌモードにつき販路拡大等に力を入れており（甲１５６，１５７），その

ために原告Ｂに対する本件配転がされたのであれば，その販売戦略等につ

き上長等から具体的な指示をしたり，販売の企画や調査の報告書を作成さ

せた上で問題点等を検討し合うといった方策が採られるのが一般的である

ところ，原告Ｂに対しては，Ｌモード販売に関する調査等につき書面によ

る指示はなく（原告Ｂ），かつ，販路拡大について漁協以外特に具体的な

指示がされていないこと，調査等の結果につき書面による報告もさせてい

ないこと（証人Ｋ）等からすれば，被告（室蘭営業支店）が原告ＢにＬモ

ードの販売担当として期待をし，同販売につき適任と考えていたと認める

ことはできない（むしろ，原告Ｂの供述等からすれば，原告Ｂは同支店に

おいて適切な業務を担当させられていなかったと認められる。）。

したがって，被告の主張を採用することはできず，Ｌモード販売につき

適任であるとの理由のほかに原告Ｂが室蘭営業支店に配転されなければな

らない特別な理由を認めるに足りる証拠はないことからすれば，本件配転

につき労働力の適正な配置がされたと見ることはできない。また，本件配

転による業務の能率増進等の被告の合理的運営に寄与する点は認められず，
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原告Ｂにつき本件配転の業務上の必要性は認められない。

イ 損害について

原告Ｂに対する本件配転命令は，上記のとおり業務上の必要性がないに

もかかわらず行われたものであり，権利の濫用として違法であるというべ

きである。

本件配転命令による原告Ｂの室蘭への異動は転居を伴うもので，その家

族関係に影響を及ぼすものである。そして，原告Ｂは，本件配転命令を受

けた時点で既に相当高齢であり，身内や知人のいない室蘭において，定年

までの約１年９か月の間単身生活を送らざるを得なくなったもので，その

生活上の不便を感じ，寂しい思いをしたであろうこと，原告Ｂは，自宅の

ある増毛町からより遠隔地となる室蘭に転居したことにより，自宅の管理

にも支障を来し，不安を感じたであろうことは容易に推認することができ

る。

その他，上記認定の本件配転における各事情を勘案すれば，本件配転命

令によって原告Ｂの被った精神的苦痛に対する慰謝料は５０万円とするの

が相当である。

４ 争点( )（原告Ｃの個別事情）について4

(1) 証拠（甲１２５，１４４，乙９７，１０４，１０５，１４４，１５０，

１５１，１５２の１ないし１２，乙１５３の１ないし６，証人Ｈ，同Ｌ，原

告Ｃ（後記認定に反する部分を除く。））及び弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる（なお，括弧内の証拠番号等は掲記事実を認めた主要証

拠である。）。

ア 原告Ｃの職歴等（別紙３参照）

(ア) 原告Ｃは，昭和２０年２月２１日生まれの男性で，昭和３９年４月

１日に電電公社北海道電気通信局札幌搬送通信部に見習従業員として雇

用され，３週間の新入社員教育を受けた後，新得電話中継所に配属され，
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同年８月１日に従業員に採用された。（乙１０４，１０５）

(イ) 原告Ｃの雇用関係は，昭和６０年４月に電電公社からＮＴＴへ承継

されたが，勤務場所及び業務内容に変更はなかった。

(ウ) 原告Ｃは，平成９年８月１日にＮＴＴからＴＥ北海道に在籍出向と

なり，平成１１年７月１日にＮＴＴから被告に雇用関係が承継された際，

被告からＭＥ北海道小樽支店への在籍出向となった。（乙９７）

(エ) 原告Ｃは，平成１３年１２月末ころ，ＭＥ北海道小樽ネットワーク

サービスセンタ所長から，平成１４年１月１８日までに本件選択通知書

を提出するよう求められたが，どこを選んでも選びようがないと考え，

提出をしなかった。（甲１４４）

(オ) 原告Ｃは，平成１４年６月４日から同月５日ころにかけて，研修後

の配転につき課長と面談し，家庭の事情から配転に応じられないことを

述べた。（甲１４４）

(カ) 原告Ｃは，平成１４年５月１日から同月１７日まで札幌セミナーセ

ンタで，同月２０日から同月３１日まで東日本研修センタ（東京）で，

同年６月３日から同月２１日まで札幌セミナーセンタで研修を受けた。

（甲１４４）

(キ) 原告Ｃは，平成１４年６月２４日，北海道支店函館営業支店ＳＥ担

当への異動（本件配転）の発令を受け，その場で異議申立書を提出し，

異議が留保されたまま，同年７月１日付けで函館営業支店に赴任した。

（甲１４４）

(ク) 原告Ｃは，平成１７年３月３１日，定年退職をした。（証人Ｈ）

イ 函館営業支店における職務

原告Ｃは，函館営業支店において，ＳＥ担当として，①コンピューター

等更改に伴うインターネット接続確認試験，②被告が受託した保守業務委

託における保守契約先からの故障受付，ベンダー手配等，③ＩＴ講習会に
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関する契約等の業務処理手続，④受託工事に関する契約等事務処理手続，

⑤受託工事における稼働集計及び労務費振替経理処理，⑥リース契約にお

ける請求及び支払管理並びにシステム処理，⑦大規模提案書における提案

書類作成といった業務を行うこととされた。（乙１４４，１５０，１５１，

１５２の１ないし１２，乙１５３の１ないし６，乙１５５，原告Ｃ）

ウ 家族状況等

(ア) 原告Ｃは，昭和４８年６月に結婚し，２人の子をもうけた。（甲１

４４）

(イ) 原告Ｃは，函館に単身赴任をした。（甲１４４）

エ ＮＴＴ労働組合北海道総支部交渉部が，平成１５年１２月に作成した資

料（甲１２５の「ＮＴＴ北海道における構造改革推進等の検証の取り組み

ＮＴＴ北海道テレマートにおける新たな業務運営体制移行後の検証の取

り組み」との資料中の「ＮＴＴ北海道における構造改革推進等に関わる実

態把握調査票」。以下「本件調査票」という。なお，「ＮＴＴ北海道」と

は，被告北海道支店，株式会社エヌ・ティ・ティサービス北海道，ＭＥ北

海道及び株式会社エヌ・ティ・ティビジネスアソシエ北海道の総称であ

る。）では，函館営業支店の状況につき「案件をわずかＳＥ６名（内１名

「通労」でほぼ不稼働）で提案，設計，構築，保守サポートと奔走し」と

書かれていた。（甲１２５）

(2) 上記認定事実を踏まえ，原告Ｃの個別事情と本件配転命令の違法性等に

ついて検討する。

ア 業務上の必要性について

本件調査票において「通労１名ほぼ不稼働」との記載がある（甲１２

５）ところ，本件調査票は，組織率９９パーセントのＮＴＴ労組が，ＮＴ

Ｔ北海道における構造改革推進等に関わる実態を把握等するための調査と

して行ったものであり，その実態に関わる上記の内容は信用することがで



- 69 -

きる。そして，函館営業支店における通信労組（通労）の加入者は原告Ｃ

のみであったこと（甲１４４，原告Ｃ）からすれば，原告Ｃは同支店にお

いて適当な業務が与えられていなかったと認められる（甲１３９参照）。

これに加え，ＳＥ担当は，システムモデルを提案書にまとめ，ＡＭと同行

してコンサルティングを行い，システムの設計，構築，保守，運用をする

というスキルが求められているところ（乙１４４），本件配転までの原告

Ｃの職務は，伝送，無線設備，専用線の開通，保守作業等のいわゆる現場

での仕事であり，システムモデルの提案やコンサルティング等の内容は含

まれず（甲１４４），原告Ｃが同支店のＳＥ担当の業務に適任であったと

は言い難いことからすれば，原告Ｃにつき，本件配転により労働力が適正

に配置されたとは認められず，本件配転により業務の能率増進等の被告の

合理的運営に寄与する点があったとも認められない。したがって，原告Ｃ

につき本件配転の業務上の必要性は認められない。

イ 損害について

原告Ｃに対する本件配転命令は，上記のとおり業務上の必要性がないに

もかかわらず行われたものであり，権利の濫用として違法であるというべ

きである。

本件配転命令による原告Ｃの函館への異動は転居を伴うもので，その家

族関係に影響を及ぼすものである。そして，原告Ｃは，本件配転命令を受

けた時点で既に相当高齢であり，初めて住む函館において，定年までの約

２年９か月の間単身生活を送らざるを得なくなったもので，その生活上の

不便を感じ，寂しい思いをしたであろうこと，自らの健康管理にも不安を

覚えたであろうことは容易に推認することができる。

その他，上記認定の本件配転における各事情を勘案すれば，本件配転命

令によって原告Ｃの被った精神的苦痛に対する慰謝料は５０万円とするの

が相当である。
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５ 争点( )（原告Ｄの個別事情）について5

(1) 証拠（甲２１０，２５２，２７４，乙９７，１０６，１０７，１５７，

証人Ｍ，原告Ｄ（後記認定に反する部分を除く。））及び弁論の全趣旨によ

れば，以下の事実が認められる（なお，括弧内の証拠番号等は掲記事実を認

めた主要証拠である。）。

ア 原告Ｄの職歴等（別紙４参照）

(ア) 原告Ｄは，昭和２０年７月９日生まれの男性で，昭和３９年４月１

日に電電公社釧路電報電話局受付配達課に見習従業員として雇用され，

同月下旬から新入社員研修を受け，同年８月１日に従業員に採用された。

（乙１０６，１０７）

(イ) 原告Ｄの雇用関係は，昭和６０年４月に電電公社からＮＴＴへ承継

されたが，原告Ｄの勤務場所及び業務内容に変更はなかった。

(ウ) ＮＴＴは，昭和６２年１１月から電報業務を集約して釧路の電報業

務を札幌に集中することとした。

原告Ｄは，札幌に移って電報事業に従事することとし，釧路の持ち家

は手放した。（甲２１０）

(エ) ＮＴＴは，電報受付業務の一部を平成９年４月にテルウェルに委託

した。その結果，ＮＴＴの従業員の行う仕事は，着信管理，電報営業企

画，委託費用算定，電報色紙管理，電報販売に限られることとなった。

（甲２１０）

(オ) 原告Ｄは，平成９年３月下旬，膀胱癌となって入院した。（甲２１

０）

(カ) 原告Ｄの雇用関係は，平成１１年７月に被告に承継されたが，原告

Ｄの勤務場所に変更はなかった。

(キ) 原告Ｄは，本件計画に基づく雇用選択について考えた結果，被告に

残ることを決意したが，本件選択通知書については，どれを選んでも従
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業員に不利になると考え，提出をしなかった。（甲２１０）

(ク) 原告Ｄは，平成１４年４月２４日，北海道支店法人営業部企画部門

に配置された。

(ケ) 原告Ｄは，平成１４年６月初めころ，研修中に課長と面談し，原告

Ｄの病後の検査の必要や妻の病気を理由に配転には応じられないことを

話した。（甲２１０）

(コ) 原告Ｄは，平成１４年６月２４日に同年７月１日付けで北海道支店

釧路営業支店営業総括担当の異動（本件配転）の発令を受け，異議申立

書を提出したが，異議を留めたまま，同年７月１日付けで同支店に異動

した。（甲２１０）

(サ) 原告Ｄは，平成１７年７月１日付けで，札幌にある北海道支店法人

営業部事業推進担当へ異動となり，平成１８年３月３１日に定年退職し

た。（甲２１０，原告Ｄ）

イ 釧路営業支店における職務

原告Ｄが配属された釧路営業支店の営業総括担当の業務内容は，営業業

務と総務業務に大別される。営業業務には，釧路営業支店における営業活

動方針の策定や各種販売施策の計画，実施及びＡＭの支援業務等が含まれ

る。総務業務には，支店全体の庶務，経理，人事，労務などの業務等が含

まれ，その他，営業総括担当の業務内容として，バックヤード業務（通信

機器に関する物品の管理）や財団法人日本電信電話ユーザ協会（電気通信

を利用する事業所ユーザを対象とした全国的組織で情報通信に関する最新

情報の提供とコミュニケーション教育の２事業を中心に会員サービスを行

っている協会。以下「ユーザ協会」という。）の事務局業務等が含まれて

いる。（乙１５７，証人Ｍ）

ウ 家族状況等

(ア) 原告Ｄは，結婚して２人の子をもうけた。（甲２１０）
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(イ) 原告Ｄの妻は，軽いうつ病に罹患している。（甲２１０）

エ 平成１５年３月ころ被告が作成し，釧路営業支店内で配布された「釧路

エリア社員配置イメージ」では，平成１４年５月時点における同支店の営

業総括担当は４名，その他２名とされており，本件配転前の同支店には営

業総括担当が４名いた。（甲２７４，乙１５７）

オ 満了型を選択していた被告従業員のＯは，平成１４年７月に釧路営業支

店から北海道法人営業部（札幌）へ配転となり，同営業部ではユーザ協会

業務を担当していた。（甲２５２，証人Ｍ）

(2) 上記認定事実を踏まえ，原告Ｄの個別事情と本件配転命令の違法性等に

ついて検討する。

ア 業務上の必要性について

釧路営業支店は北海道支店に対して，営業総括担当として営業の企画，

提案や顧客の接客経験がある人材を要請していたことが認められる。しか

し，被告のほとんどの従業員は，電話等での応対を含め顧客への対応があ

り得ること，釧路営業支店の営業総括担当が行う業務の中で企画提案を伴

う業務は主にユーザ協会業務であると認められるところ，ユーザ協会業務

は毎日あるものではなく，しかも，ユーザ協会業務は，営業総括担当の業

務の中では営業や総務といった主たる業務には含まれない（乙１５７，証

人Ｍ）から，企画提案の経験はそれほど重要視されていなかったといえる

こと等からすれば，同支店が要求していた人材は原告Ｄでなくともよかっ

たものと考えられる。また，満了型を選択していたＯは，平成１４年７月

に同支店から北海道支店法人営業部へ移り，同部でユーザ協会業務をして

いたことからすれば，Ｎに原告Ｄが行っていた仕事を行わせることも可能

であった。さらに，原告Ｄが，具体的な企画提案等をしたことは認められ

ない（なお，この点に関する証人Ｍの供述はあいまいで，この判断を左右

するものではない。）。
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そして，平成１４年５月の釧路営業支店の営業総括担当は４名であり

（乙１５７，証人Ｍ），原告Ｄは営業総括担当の増員のために配転された

もので，営業総括担当の人数が減員されるのは考えられないことからすれ

ば，原告Ｄは，被告作成の「釧路エリア社員配置イメージ」に記載された

「その他２名」に含まれると推察される。この記載と前記事実等を合わせ

て考えれば，原告Ｄが営業総括担当として業務を適切に行っていたとは認

められず，原告Ｄの本件配転につき，労働力が適正に配置されたと認める

ことはできない（甲１３８参照）し，本件配転により業務の能率増進等の

被告の合理的運営に寄与する点があったとの事実を認めることもできない。

したがって，本件配転の業務上の必要性は認められない。

イ 損害について

原告Ｄに対する本件配転命令は，上記のとおり業務上の必要性がないに

もかかわらず行われたものであり，権利の濫用として違法であるというべ

きである。

本件配転命令による原告Ｄの釧路への異動は転居を伴うもので，その家

族関係に影響を及ぼすものである。そして，原告Ｄは，妻が軽いうつ病に

罹患しており，本件配転命令によって原告Ｄが釧路に赴任した後も妻は治

療のため札幌に残ることとしたが，妻がその後体調を崩し，釧路に転居す

ることになる一方，それまで社宅で同居していた長女も札幌市内でアパー

トを借りて転居しなければならなくなり，これらのため被告から支給され

る移転費用を超える支出をするなど経済的にも不利益を受け，また，札幌

市内で予定していた自宅の建築計画も中断せざるを得なくなった（甲２１

０，原告Ｄ）もので，これらによって，原告Ｄが精神的苦痛を被ったこと

は容易に推認することができる。

その他，上記認定の本件配転における原告Ｄの釧路での生活の期間や態

様等の各事情を勘案すれば，本件配転命令によって原告Ｄの被った精神的
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苦痛に対する慰謝料は５０万円とするのが相当である。

６ 争点( )（原告Ｅの個別事情）について6

(1) 証拠（甲１９，２０，１５８，１６０ないし１６３，１６６ないし１６

８，１７１，１７２，１７４，１７５，１７８ないし１８２，１９２，１９

３，１９５，２０３，２０６，２１２，２１３，乙３８，９７，１３４，１

５８，１５９，１６２，１６３，１６７，１６９ないし１７２，１７４，１

７６，１７７，１７９，１８９の１，２，証人Ｈ，同Ｏ，同Ｐ，原告Ｅ（後

記認定に反する部分を除く。））及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が

認められる（なお，括弧内の証拠番号等は掲記事実を認めた主要証拠であ

る。）。

ア 原告Ｅの職歴等（別紙５参照）

(ア) 原告Ｅは，昭和２１年１月１８日生まれの男性で，昭和３９年４月

１日に電電公社苫小牧電報電話局機械課に見習従業員として雇用され，

同年８月１日に従業員（通信職群機械職３級）に採用された。（甲１６

６，原告Ｅ）

(イ) 原告Ｅの雇用関係は，昭和６０年４月１日に電電公社からＮＴＴに

承継されたが，原告Ｅの勤務場所及び業務内容に変更はなかった。

(ウ) 原告Ｅは，平成９年８月１日，苫小牧支店お客様サービス部サービ

ス営業担当１１６担当に配属された。

(エ) 原告Ｅの雇用関係は，平成１１年７月に被告に承継されたが，原告

Ｅの勤務場所及び業務内容に変更はなかった。

(オ) 被告は，平成１３年１月１日に北海道内の１１６センタを札幌，旭

川，函館に集約することとした。原告Ｅは，新しい仕事を覚えるのは大

変な苦労であると考えて職種転換を望まず，また，両親の介護があるの

で，遠距離通勤を選択して札幌を勤務地として希望し，苫小牧から札幌

１１６センタへの配転を受けた。（甲１５８，１６０，原告Ｅ）
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(カ) 原告Ｅは，平成１３年１２月末ころ，本件選択通知書の提出を求め

られたが，被告に残って違法不当と考える配転と闘うことを決め，本件

選択通知書を提出しなかった。（甲１５８）

(キ) 原告Ｅは，平成１４年４月２４日に北海道支店法人営業部企画部門

に配置され，札幌で研修を受けた後，同年５月中旬から同月下旬には東

京の研修センタで研修を受けた。（甲１５８）

(ク) 原告Ｅは，平成１４年６月２４日に同年７月１日付けで東京都葛飾

区青戸所在のＮＴＴ青戸ビルを勤務場所とする法人営業本部サービスマ

ネージメント部ＮＷソリューションセンタＳＯ推進担当（以下「ＳＯ担

当」という。）への配転（本件配転）を命じられた。原告Ｅは，被告の

配転命令に異議を留めつつ，同年７月１日から配転先である東京での業

務に就いた。（甲１５８）

(ケ) 本件構造改革リファインにより，原告Ｅの所属していたＮＷソリュ

ーションセンタは，平成１５年３月末で廃止となった。原告Ｅは，構造

改革リファイン後に提出を求められた本件選択通知書を同年１月３１日

までに提出しなかったため，満了型を選択したものとみなされ，同年４

月１日，東京支店営業企画部光ＩＰ販売プロジェクト（以下「ＩＰプロ

ジェクト」という。）への配転（本件配転）を命じられた。（乙１５

８）

(コ) 原告Ｅは，平成１６年１２月３１日に自己都合により退職した（甲

２１２，原告Ｅ）

イ 被告は，従業員のスキル把握の指標としてスキル把握システム（従業員

が携わっている業務についてスキル状況を判定するシステム）を実施して

いる。同システムで判断された原告ＥのＳＯ（サービスオーダ）業務のス

キルレベルは，Ｂ（独力で業務が遂行できるレベル）であった。（乙１３

４，１６７，証人Ｈ）



- 76 -

ウ ＳＯ担当及びＩＰプロジェクトにおける職務

(ア) ＳＯ担当の業務は，ＳＯ処理に関連する業務，回線調査に関わる業

務であった。（乙１５８，証人Ｐ）

(イ) 原告Ｅは，ＩＰプロジェクトにおいては特販担当とされたが，同担

当の業務内容は，戸建て，小規模集合住宅，ＳＯＨＯ（小規模な事業者

や個人事業者）市場に対するブロードバンドサービスの販売活動やアン

ケート調査等のマーケティング情報収集であり，訪問活動の結果につい

Mercuryては，紙ベースの営業日報を提出し，受注した場合の売上は，

（マーキュリー）という社内システムに投入して計上していた。なお，

同担当は第１ないし第６グループに分けられ，原告Ｅは第２グループに

属していたが，第１グループとほかのグループとでは業務内容が異なり，

第１グループでは営業訪問のほかに企画的な業務を行っており，また，

第１グループはほかのグループに比べて満了型選択者の比率が少なかっ

た。（甲１５８，乙１５８，１５９，証人Ｐ）

エ 家族状況等

(ア) 原告Ｅは，昭和４８年１０月に結婚し，子を１人もうけた。

原告Ｅは，昭和５１年５月から昭和５３年１０月まで原告Ｅの両親と

同居したが，その後は別居していた。（甲１５８，乙１７０，１７１）

(イ)ａ 原告Ｅの両親は，原告Ｅとの別居後，苫小牧で２人で暮らしてい

た。

ｂ 原告Ｅの父は，大正４年１０月３０日生まれであり，平成１１年７

月１６日に「緑内障による視力障害／視力 右指数弁 左手動弁（１

級）／視野 視能率による損失率１００％（２級）」で身体障害者等

級１級に認定され，平成１４年１月３１日に要介護３（中等度の介護

を要する状態（排便，入浴等に全介助が必要））と認定され，内臓に

も障害があって数種類の薬を服用している。また，父は，平成１４年
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１０月ころ，サルコイドーシスの診断を受けた。（甲１５８，１６６，

１６７，１７８，１７９，１８１，１９２，１９３，乙１７４）

ｃ 原告Ｅの母は，大正１０年２月１９日生まれであり，平成７年４月

に左足関節の手術を受け，同年８月３１日，「変形性関節症による左

膝関節機能の全廃」で身体障害者等級４級に認定された。（甲１６６，

１６８）

ｄ 原告Ｅの両親の年金支給額は，年間１７４万円程度である。

ｅ(ａ) 平成１１年から平成１２年ころの介護の状況

原告Ｅは，平日に両親宅に頻繁に電話をかけ，事故がないか確認

するようにし，土日の夜は両親宅へ行って様子を見たり，身の回り

を片づけたりしていた。また，買い物や病院への付き添い等をし，

両親の日常生活をサポートしていた。

なお，父は，平成１１年１月１３日ころから抑うつ状態で加療中

であり，母は，同年３月１６日ころから神経症で加療中である。

（甲１５８，１７２，１７４，２０３）

(ｂ) 平成１３年ころの介護の状況

原告Ｅは，札幌への遠距離通勤となり，平日は午後７時３０分こ

ろに苫小牧駅から両親宅へ行くようにしていたが，原告Ｅ自身も頸

椎の障害のため，毎晩寄ることはできず，平日の１，２回と土日に

行くような状況だった。（甲１５８，１６２，２０３）

(ｃ) 平成１４年ころの介護の状況

母が，体力的に父の面倒を毎日みることができなくなったことⅰ

等があり，原告Ｅの妹のＱが居住している岩見沢から週１回泊ま

りがけで介護をすることもあった。また，ほかの平日に原告Ｅか

妻が両親宅に寄り，土日は原告Ｅが行く状況だった。

Ｑによる両親の介護は，平成１４年３月半ばまで続いたが，Ｑ
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自身の家庭が忙しくなったので，その後は日帰りで週１，２回の

介護となった。

また，原告Ｅの妹Ｒ（登別市在住）は，頸椎椎間板ヘルニアの

ため，両親の介護に限界がある状況であった。（甲１５８，２０

３，乙１６９，原告Ｅ）

原告Ｅは，平成１４年７月から東京勤務となったので，週４日ⅱ

間パートで働いている妻が，２日ほどは退勤後両親宅に寄り，週

３日の休日のうち２日くらいは２，３時間滞在して家事の手伝い

等をするようになった。（甲１５８，１７５，２０３）

父は，平成１４年７月３１日に肺炎で倒れ，約２週間入院し，ⅲ

それ以降，父に対する，原告Ｅ，妻，妹２人による病院での付き

添い介護，退院後の在宅介護が必要となった。（甲１７１，１８

２）

原告Ｅは，Ｑによる両親の介護が難しくなってきたこともあり，ⅳ

平成１４年１０月２２日から同月２８日まで看護休暇，同月２９

日から同年１１月１０日まで年休を取り，両親の介護をした。

（甲１５８，１９５）

介護支援専門員は，平成１４年８月現在の父の介護サービスとⅴ

ケアプランにつき，次のように判断した。（甲１８１，１８２）

( ) ＡＤＬ（日常生活の能力（ ）。甲ⅰ activities of daily living

２０６）

「要介護３ 歩行時のふらつきあり，室内つたい歩きだが視

力障害により介護が必要。 洋服の着脱，入浴にも介護必要。

食事は見守り，指示が必要（臭覚がない） 気分にむらがあ

り，出来る時と出来ない時がある。」

( ) 問題点ⅱ
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「①高齢であり，臥床期間も長いため，心肺機能の低下があ

り，今後肺炎などの急変が考えられる ②視力障害，歩行不安

定のため，全てにおいて介助，監視が必要。③臥床にて経過し

ていることが多く，ＡＤＬの低下が考えられる。④妻も高齢で

あり，膝の病気もあり，これ以上の介護負担は厳しい状況であ

る。⑤今までのライフスタイルがある。他人が家に入ることに

抵抗あり，自分たちでできることはなんとか自分たちで行いた

いという気持ちが強い。子どもたちの協力にしても，感謝して

いる反面，心配をしている。」

( ) 必要と思われる介護サービスⅲ

「本人の介護度，妻の介護負担を考えると①訪問介護による，

身体介護（排泄援助・保清・着替え）や家事援助（掃除・洗濯

・買い物）を毎日行う。②訪問看護による健康管理・服薬指導

・療養指導。リハビリを１／Ｗ。③訪問リハビリによる１／Ｗ

のリハビリ指導。④時々のショートステイの利用。⑤デイサー

ビスなどの利用で他の人との交流をもつ。⑥妻の要介護認定を

うけ，妻のストレス解消やリフレッシュのためデイサービスの

利用。」

(ｄ) 平成１５年，平成１６年の介護状況等

父は，平成１５年１０月１７日から同月３１日まで老人保健施設

にショートステイをし，その後いったん自宅に戻ったが，同年１１

月２５日に別の老人保健施設に入所し，母は，自宅に１人で暮らす

こととなった。なお，父は，自宅に一時帰宅することがあった。

（甲１５８，原告Ｅ）

(ウ) 原告Ｅは，平成２年ころ，首，右腕に痛みを覚え，その後，平成１

１年春には，再び右腕の痛みを覚え，平成１３年には頸椎脊髄症との診
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断を受けた。（甲１５８，１６１，１６２）

(エ) 原告Ｅは，平成１６年９月２９日，被告の首都圏健康管理センタに

おいて椎間板ヘルニアと認定された。（乙１８９の１）

オ 原告ＥとともにＳＯ担当としてＮＴＴ青戸ビルでの勤務を命じられた者

は，管理職の部長を除いて３２名おり，そのうち３１名が５１歳以上で，

満了型を選択したか，あるいは選択したとみなされた者であった。（甲１

５８，２１３，乙１５８，証人Ｏ）

カ(ア) 原告Ｅは，平成１３年１０月２２日ころ，被告の健康保険組合に対

し，頸椎脊髄症に伴う療養費を請求した。（甲１６１）

(イ) 原告Ｅは，通信労組が被告代表取締役社長に提出した平成１４年１

月２１日付け要求書に，「苫小牧からの長距離通勤での健康不安と両親

の介護が必要で苫小牧に戻りたい。」と記載した。なお，被告は，この

要求に対し団体交渉において議論する考えはないと回答した。（甲１９，

２０）

(ウ) 原告Ｅは，研修期間中である平成１４年６月２１日，両親の介護状

況及び原告Ｅ自身の病気について被告に申告した。（甲１６３，１６４，

乙１３４）

キ 原告Ｅは，平成１４年１０月の面談での自己申告において，「Ｈ１４年

７月１日より現在の仕事について言えば，まだ自信もてる状況ではありま

せんが，合っている仕事と思っています。」と述べた。（乙３８）

(2) 上記認定事実を踏まえ，原告Ｅの個別事情と本件配転命令の違法性等に

ついて検討する。

ア 業務上の必要性について

(ア) ＮＷソリューションセンタについて

ａ 原告Ｅは，ＳＯ業務に従事し，そのレベルは，独力で業務が遂行で

きるレベルであったこと（乙１３４，１６７），原告Ｅは，平成１４
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年１０月ころ，面談の自己申告書において，ＮＷソリューションセン

タでの仕事につき「合っている仕事」と述べていたこと（乙３８）か

らすれば，ＮＷソリューションセンタでの業務は原告Ｅのスキルと適

合していたことが認められ，労働力が適正に配置されていたといえ，

本件配転に業務上の必要性があったと認められる。

ｂ 原告Ｅは，ＳＯ担当の職場であったＮＷソリューションセンタが平

成１５年３月に廃止になったこと等から，原告Ｅの東京への配転が必

要でなかったことを裏付けていると主張する。

しかし，同センタが将来的に全く業務上の必要性がなくなることが

判明していたにもかかわらず作られたものであるなどの事実を認める

に足りる証拠はなく，原告Ｅの主張を採用することはできない。

(イ) ＩＰプロジェクトについて

ａ 原告Ｅは平成１５年４月１日にＩＰプロジェクトに配転されたが，

その業務内容の主なものは，ＮＷソリューションセンタでの業務と異

なる外販活動で（証人Ｐ），いわゆる足で稼ぐ仕事であり，相応の体

力が要求される業務であったところ，このような業務を比較的高齢で，

頸椎に障害のあることが判明していた（甲１６３ないし１６５）原告

Ｅに行わせる必要性があったと認めるべき証拠はなく，この配転を労

働力の適正な配置と認めることはできない。また，この配転により能

率の増進等，被告の合理的運営に寄与する点があったとの事実を認め

ることはできない。したがって，ＩＰプロジェクトへの配転について

業務上の必要性はなかったと考えられる。

ｂ 被告は，原告Ｅにつき，ＣＵＳＴＯＭに習熟し，基本的な対人スキ

ルを有していると判断して，ＩＰプロジェクトへの本件配転をしたの

であり，業務上の必要性があったと主張する。しかし，外販活動は，

ＣＵＳＴＯＭのスキルとは直接的には関係がないことは明らかである。
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また，訪問活動の結果は紙ベースの業務日報で報告し，売上計上は，

ＣＵＳＴＯＭとは別の社内システムを用いていた（乙１５９）のであ

るから，ＣＵＳＴＯＭのスキルとＩＰプロジェクトでの業務内容と直

接的な関連はなく，被告の主張する業務上の必要性が認められるとは

いえない。

イ 配転障害事由（両親の介護）について

(ア) 上記認定事実からすれば，原告Ｅの父は，身体障害者等級１級，要

介護３の身体障害を持っていること，母も足の障害を持っており，父を

肉体的に支えることは困難であったこと等からすれば，本件配転当時，

原告Ｅの両親について介護の必要性が存在していたことは明らかである。

(イ)ａ 被告は，原告Ｅの両親の介護は現に他の者により行われており，

原告Ｅは，日常的に両親の介護をしていたのではなく，その役割は精

神的援助が主体であるなどと主張する。

しかし，原告Ｅの妻や妹らが介護をしていたのは，原告Ｅが日中は

仕事をしていて自ら介護ができなかったためと考えられ，このことに

より両親の介護の必要性がなくなることにはならない。

また，介護は，「身体的，心理的，社会的，すべての面において，

その人自身が人間として人生になそうとしていることを病気や障害あ

るいは単に老いのために無に帰することのないように補い助け，とき

には自らが積極的に行動する役目を担うこと，また学習やレクリエー

ションならびに社会参加を直接的間接的に助けることができるように

よりよい方法を企てていく活動」とされ（甲２０５），生理的生活の

維持と継続を内容とする援助，生活場面における継続性，精神的，情

緒的安定を支えることを内容とする援助を行うものである（甲２０

６）ところ，平成１２年３月に父の訪問介護をしたホームヘルパーが

原告Ｅの役割はとても大きいと指摘している（甲１８２）ほか，原告
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Ｅは，長男で，家族の中でいわゆる男手として頼られる存在であると

認められること（甲１７５，１８３，１８４，１８６，１８７）から

すれば，原告Ｅによる精神的援助も介護の一環として認められるから，

被告の主張を採用することはできない。

ｂ 被告は，原告Ｅが両親と約１０キロメートル離れた場所に別居して

いたから，両親の介護の必要性は大きくなかったなどと主張する。

しかし，別居していたのは原告Ｅの妻と母との人間関係上の問題等

が理由であり，また，離れた場所に居住していたのは，両親の家の近

くに予算等の関係でよい物件がなかったからという理由である（甲１

５８）と認められ，上記別居等の事実があることにより，原告Ｅの両

親の介護の必要性が小さかったなどとはいえず，被告の主張を採用す

ることはできない。

ｃ 被告は，原告Ｅが平成１３年１月の異動の意向把握において，札幌

のみを希望したから，両親の介護の必要性は大きくなかったなどと主

張する。

しかし，原告Ｅは，職種転換を図りたくないと考えて札幌を希望し

たと認められ（甲１５８），その理由は不合理なものではない。むし

ろ，その後，原告Ｅは勤務地の札幌に転居せず，苫小牧からの遠距離

通勤をしたことからすれば，原告Ｅによる両親の介護の必要性は存在

していたといえる。したがって，被告の主張を採用することはできな

い。

ｄ 被告は，原告Ｅが苫小牧市役所の訪問介護制度を，週１回，２時間

程度しか利用していないから，父の介護の必要性もその程度でしかな

いと主張する。

しかし，介護制度利用費用の１割は自己負担となる（乙１６４）こ

と，特に父は，家族以外の他人による介護を好んではいない（甲１５
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８，１８１）こと等からすれば，利用が制限的となるのこともやむを

得ないものであって，訪問介護制度を利用している限度でしか介護の

必要性が存在しないということにはならず，被告の主張を採用するこ

とはできない。

ｅ 被告は，原告Ｅが被告の福利厚生の１つである介護支援サービス制

度を利用していないから，原告Ｅの両親の介護の必要性は配転障害事

由とはならないなどと主張する。

しかし，同サービス制度においては，原告Ｅも一定の経済的負担を

しなければならず（乙３４），利用しにくい理由も認められることか

らすれば，同サービス制度を利用しなかったからといって，原告Ｅの

両親の介護の必要性がなかったとはいえない。したがって，被告の主

張を採用することはできない。

ｆ 被告は，苫小牧市の介護等の体制が完備されていることから，介護

は配転障害事由とならないと主張する。

しかし，例えば，苫小牧市盲人ガイドヘルパー派遣事業サービスに

ついては，原告Ｅの両親は対象者となっておらず，利用できない可能

性があること，派遣対象事項，地域及び時間が限られていること（甲

１９４，２０３）等からして，利用しやすい制度とはいい難い。さら

に，同市によるその他の介護制度を併せても，介護の体制が完備され

ているとはいえず，被告の主張を採用することはできない。

ｇ 被告は，原告Ｅが，北海道在勤中に看護休暇や介護休職を取得しな

かったから両親の介護の必要性はなかったと主張する。

しかし，例えば，両親の症状が急激に悪化するといった不測の事態

に備えて休暇等を残しておくと考えるのが通常であること，看護休暇

期間中は給与が支払われず（甲１２，乙１），介護休職についても給

与として保険料等の合計額のみ支給されること（甲１２，乙１）から
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すれば，上記休暇等を取得していなかったとの事実をもって介護の必

要性がなかったとすることはできず，被告の主張を採用することはで

きない。

ｈ 被告は，看護休暇，介護休職や有給休暇を取得すれば，所定休日等

を含めて介護が可能であるなどと主張する。

しかし，前記のように，不測の事態に備え，必要となったときに十

分休暇等を取得できるように余裕を持たせて残しておくようにと考え

るのが通常である。この点につき，被告の主張が仮処分事件における

主張（甲２００）のように，年次有給休暇，介護休職等を平成１５年

１月から平成１６年１２月までの毎週金曜日に計画的に取得すること

等を考えているとするならば，そのような取得の仕方は非現実的であ

ると考えられる。

また，仮に休暇を取得したとしても，東京と苫小牧を往来するには，

鉄道，航空機，バスを順次乗り継ぐ必要があり（休暇を利用しての頻

繁な往来には航空機を利用する以外の方法は考えられない。），その

ために原告Ｅに大きな肉体的，経済的負担が生ずることは明らかであ

る。この点に関し，被告は仮処分事件において，原告Ｅが毎週帰郷す

るとした場合の経済的負担を試算している（甲２０１）が，その試算

において実質的な自己負担額とされる３３万円余の金額自体，相当重

い経済的負担であるというべきであり，しかも，この自己負担額は，

帰郷に要する交通費の試算額から原告Ｅに支給される地域加算手当及

び単身赴任手当（これらが帰郷のための費用にのみ充てることを目的

として支給される手当であると認めるべき証拠はない。）の金額を控

除した金額であり，このような試算自体極めて不合理なものといわざ

るを得ない。さらに，航空機の運行は特に天候等に左右されやすく，

欠航となった場合，原告Ｅによる介護ができないこととなるのである
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から，休暇を取得すれば必ず介護ができるともいえない。

これらのことからすれば，被告の主張は採用することができない。

ウ 以上を総合して考えるに，ＮＷソリューションセンタの配転には業務上

の必要性は認められるものの，ＩＰプロジェクトへの配転は業務上の必要

性が認められない。一方，配転障害事由としての介護の必要性は大きく，

ＮＷソリューションセンタへの配転においても，労働者が通常甘受すべき

程度を著しく超える不利益を負わせるものであり，被告としては原告Ｅを，

両親の介護をしやすい苫小牧へ配転させること等を配慮すべきであった

（育児介護休業法２６条参照）といえる（証人Ｈも，原告Ｅが苫小牧で原

告Ａがしている仕事を行うことができたと供述しており（証人Ｈ），被告

としては苫小牧への配転も配慮できたことが認められる。）。

エ 損害について

原告Ｅに対する本件配転命令は，上記のとおりいずれも権利の濫用とし

て違法であるというべきである。

本件配転命令による原告Ｅの東京への異動は転居を伴うもので，その家

族関係に影響を及ぼすものであり，特に両親の介護に与えた影響は大きな

ものがあり，それによって，原告Ｅが精神的苦痛を被ったことは容易に推

認することができる。

その他，上記認定の本件配転における原告Ｅの東京での生活の期間や態

様等の各事情を勘案すれば，本件配転命令によって原告Ｅの被った精神的

苦痛に対する慰謝料は１００万円とするのが相当である。

７ 争点( )（損害）について7

以上のように，被告の原告らに対する本件配転は，いずれも権利の濫用であ

って違法であるから，不法行為が成立する。

そして，その損害額は，上記争点( )ないし(6)において検討したとおり，原2

告Ａ，原告Ｂ，原告Ｃ，原告Ｄにつき各５０万円，原告Ｅにつき１００万円と
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するのが相当である。

８ よって，原告らの請求は主文第１項及び第２項の限度で理由があるからこれ

らを認容し，その余の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することと

し，訴訟費用の負担について民事訴訟法６１条，６４条本文を，仮執行の宣言

につき同２５９条１項を適用して，主文のとおり判決する。

（口頭弁論終結の日 平成１８年６月７日）

札幌地方裁判所民事第５部

裁判長裁判官 笠 井 勝 彦

裁判官 馬 場 純 夫

裁判官 矢 澤 雅 規
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別紙１

原告Ａ の勤務先等（昭和２５年１月１日生）

日 付 勤 務 先 等

昭和４３年 ４月 １日 滝川電報電話局電話運用課（見習社員として雇用）

同 年 ８月 １日 同 （社員に採用）

平成 １年 ４月 １日 岩見沢支店滝川営業所情報サービス

平成 ４年 １月２１日 北海道支社営業部北海道情報案内事業推進室

滝川情報案内センタ情報案内担当

同 年 ４月 １日 北海道情報案内事業部情報案内担当

平成１１年 １月 １日 滝川営業所営業担当

同 月２５日 滝川営業所営業担当

平成１３年 １月 １日 北海道支店お客様サービス部１１６部門

札幌１１６センタ

平成１４年 ４月２４日 北海道支店法人営業部企画部門

同 年 ７月 １日 北海道支店苫小牧営業支店法人営業担当

平成１７年 ７月 １日 北海道支店営業企画部法務担当
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別紙２

原告Ｂ の勤務先等（昭和１８年８月２５日生）

日 付 勤 務 先 等

昭和３７年 ４月 １日 留萌電報電話局線路宅内課（見習社員として雇用）

同 年 ８月 １日 同 （社員に採用）

平成 １年 ４月 １日 留萌営業所線路設備担当

平成 ５年１１月 １日 留萌営業所ユーザ設備担当

平成 ７年 ２月２３日 留萌営業所営業担当

平成１３年 １月 １日 北海道支店営業部エリア営業部門エリア営業担当

平成１４年 ４月２４日 北海道支店法人営業部企画部門

同 年 ７月 １日 北海道支店室蘭営業支店営業総括担当

平成１６年 ３月３１日 定年退職
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別紙３

原告Ｃ の勤務先等（昭和２０年２月２１日生）

日 付 勤 務 先 等

昭和３９年 ４月 １日 札幌搬送通信部庶務課（見習社員として雇用）

同 月２３日 新得電話中継所

同 年 ８月 １日 同 （社員に採用）

昭和４１年１０月 １日 岩見沢統制電話中継所栗山分室

昭和４４年 ４月 １日 北見統制電話中継所

昭和５０年 ４月 １日 釧路統制電話中継所

昭和５６年 ４月 １日 小樽統制電話中継所

昭和６１年 ３月２６日 小樽電報電話局施設部伝送無線課

平成 １年 ４月 １日 小樽支店専用線サービス担当

平成 ４年 ４月 １日 小樽支店専用サービス担当

平成 ７年 ４月 １日 小樽支店設備部通信網設備・回線設備担当

平成 ９年 ８月 １日 ＴＥ北海道小樽ネットワークサービスセンタ

平成１４年 ５月 １日 北海道支店法人営業部札幌北営業所小樽営業センタ

同 年 ７月 １日 北海道支店函館営業支店ＳＥ担当

平成１７年 ３月３１日 定年退職
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別紙４

原告Ｄ の勤務先等（昭和２０年７月９日生）

日 付 勤 務 先 等

昭和３９年 ４月 １日 釧路電報電話局受付配達課（見習社員として雇用）

同 年 ８月 １日 同 （社員に採用）

昭和４１年 ４月 ４日 釧路電報電話局運用部通信課

昭和５９年１１月 １日 釧路電報電話局運用部電報課

昭和６０年 ３月 １日 釧路電報電話局業務部電報課

昭和６２年１１月 ５日 札幌中央電報局電報局電報一課

平成 １年 ４月 １日 札幌圏事業推進部電報営業センタ第一営業担当

平成 ３年 ４月 １日 札幌支店電報営業センタ第一営業担当

平成 ４年 ４月 １日 北海道電報サービスセンタ第一営業担当

平成 ９年 ４月 １日 北海道電報サービスセンタマーケティング担当

平成１０年 ６月 １日 北海道電報サービスセンタ営業推進担当

平成１１年 ４月 １日 電報事業部北海道電報営業支店営業推進担当

同 年 ７月 １日 電報事業部北海道電報営業支店マーケティング担当

平成１３年 １月 １日 電報事業部北海道電報営業支店営業担当

平成１４年 ４月２４日 北海道支店法人営業部企画部門

同 年 ７月 １日 北海道支店釧路営業支店営業総括担当

平成１７年 ７月 １日 北海道支店法人営業部事業推進担当

平成１８年 ３月３１日 定年退職
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別紙５

原告Ｅ の勤務先等（昭和２１年１月１８日生）

日 付 勤 務 先 等

昭和３９年 ４月 １日 苫小牧電報電話局機械課（見習社員として雇用）

同 年 ８月 １日 同 （社員に採用）

昭和５０年 ２月 ７日 苫小牧電報電話局電信機械課

昭和５２年 ２月２２日 苫小牧電報電話局施設部電信機械課

昭和６２年 ２月１０日 苫小牧電報電話局電信機械課

平成 １年 ４月 １日 苫小牧支店専用線サービス担当データ宅内担当

平成 ４年 ４月 １日 苫小牧支店専用サービス担当

平成 ５年 ７月 １日 苫小牧支店お客様サービス部工事サポート担当

平成 ９年 ８月 １日 苫小牧支店お客様サービス部サービス営業担当

１１６担当

平成１１年 ７月 １日 北海道支店お客様サービス部苫小牧１１６センタ

平成１３年 １月 １日 北海道支店お客様サービス部１１６部門

札幌１１６センタ加入権担当

平成１４年 ４月２４日 北海道支店法人営業部企画部門

同 年 ７月 １日 法人営業本部サービスマネージメント部

ＮＷソリューションセンタＳＯ推進担当（東京）

平成１５年 ４月 １日 東京支店営業企画部光ＩＰ販売プロジェクト

平成１６年１２月３１日 自己都合退職


